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令和 7年 予算審査特別委員会（個別質疑） 

 

1 開 催 期 日   令和7年3月10日（月）  午前10時00分から午後2時16分 

 

2 開 催 場 所   市役所5階 本会議場 

 

3 出 席 委 員   青木崇委員長、佐藤敏男副委員長、坂本覚委員、滝久美子委員、稲田保子委員、 

            桜井芳信委員、野村幸宏委員、佐々木百合香委員、鶴谷聡美委員、松本亜美里委員、 

            児玉正輝委員、阿部勝義委員、藤田豊委員、小玉淳子委員、大迫彰委員、山本博己委員、 

            人見哲哉委員、永井桃委員、小田島雅博委員、川崎彰治委員、中川昌憲委員 

 

4 欠 席 委 員   なし 

 

5 委 員 外 議 員   なし 

 

6 市 側 出 席 者 

 

【企画部】 

 企画部長          千 葉 直 樹      企画課長           下 野 直 章 

 

【財務部】 

 財務部長           高 橋 直 樹      税務課長           近 藤 将 雄 

 債権管理課長         山 田 真 耶 

 

【市民環境部】 

 市民環境部長         阿 部 泰 洋      市民環境部次長        山 田   基 

 市民生活課長         高 橋 陽 子      戸籍住民課長         大 野 聡 美 

 環境課長           米 村   恒 

 

【保健福祉部】 

 保健福祉部長         奥 山   衛      保健福祉部理事        柄 澤 尚 江 

 福祉課長           林   睦 晃      支援給付担当参事       鈴 木 靖 彦 

 高齢者支援課長        工 藤 秀 之      健康推進課長         影 久 真 美 

 保険年金課長         三 澤 聖 子      福祉総合相談室相談担当参事  野 切 径 代 

 

【消防本部】 

 消防長            小 室 秀 治      消防本部次長         杉 山 正 一 

 警防課長           矢 村 祐 介      予防課長           川 村 耕 治 

 

【消防署】 

 消防署長           和 知 真 人 
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7 事  務  局 

 事務局長          砂 金 和 英       書記             金 田  侑 也 

 

8 傍  聴  者   3名 

 

9 案     件   議案第19号 令和7年度北広島市一般会計予算 

            議案第20号 令和7年度北広島市国民健康保険事業特別会計予算 

            議案第21号 令和7年度北広島市霊園事業特別会計予算 

            議案第22号 令和7年度北広島市介護保険特別会計予算 

            議案第23号 令和7年度北広島市後期高齢者医療特別会計予算 

            議案第24号 令和7年度北広島市水道事業会計予算 

            議案第25号 令和7年度北広島市下水道事業会計予算 

 

 

 

 

青木委員長 

 ただいまから本日の会議を開きます。 

 本日の日程は審査方法等協議資料に記載のとおりであります。 

 各委員にご協力をいただき、日程どおり審査を進めたいと思いますので、質疑及び答弁は簡潔にお願いをいたしま

す。 

 なお、傍聴の取扱いについては、申合せにより許可いたします。 

 それでは引き続き、一般会計予算の歳出の質疑を行います。 

 初めに、消防所管の消防費の質疑を行います。 

 質疑のある方は挙手願います。 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 おはようございます。1点、お伺いします。 

 札幌圏消防通信指令共同整備事業です。予算書163ページ、附属資料は25ページです。 

 予算として4億200万円がおよそ計上されています。予算に係る事業内容について質問いたします。 

 こちら、資料によりますと、消防体制強化のため、通信指令の共同整備ということで、令和 7 年 10 月の全面運用

開始に向けた整備を進められているということで、この間、消防通信指令業務に関する札幌市との事務委託など、委

員会などでも共有していただいて審議されてきたところです。 

 これまでの議会等において、概算費用や研修体制など説明も伺っていますが、まずこの予算に関わる事業内容につ

いて改めて伺います。 

 

青木委員長 

 矢村警防課長。 

 

 

議事の経過 
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矢村消防本部警防課長 

 鶴谷委員のご質問にお答え申し上げます。 

 札幌圏消防通信指令共同整備事業でありますが、共同運用に係る整備費を負担するものであり、その内訳は119番

の受付や消防隊、救急隊への出動指令などを行う指令システムの整備費が1億7,090万6千円、札幌圏消防指令セン

ターと各車両、各隊員が連絡通信などを行う無線システムの整備費が1億6,972万4千円、活動報告書などを作成す

る消防支援情報システムの整備費が5,408万9千円となっております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 通信システムの整備や運用に関するものが多いということで理解いたしました。 

 北海道内のほかのエリアにおいても、通信指令業務の共同運用というのが広がりつつあると認識していますが、北

海道としてはやはりこのエリアですね、広大な範囲かなと。それぞれのエリアがすごく広いなというふうに思います。 

 北広島の市民の方にも、通信指令共同整備事業に関して報道されたことからも関心を寄せられていますけれども、

市民の方からは119番通報時に混雑、混乱しないのかとか、あと、それぞれの地域の住所からスムーズな場所の特定

とか把握ができるのか、影響はないのかという懸念の声が寄せられています。 

 この間の事業の説明から、影響がないよう準備に取り組んでいるものと理解はしていますが、実際、運用前に対応

や準備などはどのように備えているのか、伺います。 

 

青木委員長 

 矢村課長。 

 

矢村消防本部警防課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 出動場所についてでありますが、通報者から聞き取りをした情報や位置情報の自動取得などにより、特定すること

としておりますが、状況に応じて本市消防職員も加わり、三者通話などを行い、確実に出動場所の特定をしてまいり

ます。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、毎年聞いていますけど、1点だけ質問いたします。 

 予算書は162ページになります。 

 令和6年度の住宅用火災警報器の普及率と令和7年度の目標ということで、令和6年度の普及率はいろいろな手を

打ってきたかなと思うんですけども、そこを詳しくご説明をお願いします。 
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青木委員長 

 川村予防課長。 

 

川村消防本部予防課長 

 藤田委員の質問にお答え申し上げます。 

 本市の令和6年度の住宅用火災警報器の設置率については、80％となっており、令和5年度の設置率74％から6ポ

イント上昇しておりますが、北海道平均の84％と比較すると、4ポイントほど低い状況でございます。 

 令和6年度の普及活動としましては、住宅用火災警報器普及啓発キャラクター、しろ太を用いたミニポスターの掲

示場所を前年度の14か所から公共施設を中心に22か所に拡大したほか、しろ太の着ぐるみを活用し、各種イベント

において啓発活動を行ったところでございます。 

 また、札幌市消防局、パナソニック株式会社エレクトリックワークス社と連携し、北海道日本ハムファイターズの

協力の下、ファイターズガールやフレップが出演しているポスターを制作し、市内施設300か所以上に掲示したほか、

エスコンフィールドの試合観戦に訪れた方々にチラシ1万部を配布したところでございます。 

 このほか、政策広報室広報課と連携して、住宅用火災警報器普及動画を制作し、エルフィンパークやエスコンフィ

ールドの大型ビジョンのほか、市内のセイコーマートのデジタルサイネージなどでも放映され、多くの方々に住宅用

火災警報器の認知度を上げる活動ができたと感じております。 

 これらの取組が全道に展開されまして、北海道が主体となり、全道に約1千店舗以上あるセイコーマートで、この

たび制作した住宅用火災警報器の普及動画が一定期間放映されました。 

 北広島市のみならず、火災から命と財産を守るという全道共通の目的の一助となったと感じているところでござい

ます。 

 令和 7 年度につきましては、住宅用火災警報器の設置、取替えの普及に努めますとともに、特に設置から 10 年が

経過している住宅用火災警報器の自己点検や取替えについて周知を図ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは再質問します。 

 今、課長の説明で、令和6年度で80％で、全道と比べると84％で4％ほどまだ開きがあるということで。 

 一生懸命 PR、それから普及活動をされているのは我々も承知しています。ただ、やっぱり全道平均がありますか

ら、まずここに早く追いつかないとということもあるんだろうと思うので、消防としては PR 活動を含めて、全道平

均に追いつくにはあとどの程度期間が必要と認識しているのか。 

 もう1点、今、課長からもありましたけれども、この約8割以上の方が設置したということになると、最初につけ

た方が、もう 10 年以上たっている方が相当数増えてきていると。実際問題、10 年過ぎたら機器の交換、電池交換、

これが必要になってきますから、これに対して、いわゆる普及と、それから交換、両面に力を入れていかないと駄目

な時期に来ているんだろうと思うんですが、その辺の取組についてご説明をお願いします。 

 

青木委員長 

 川村課長。 
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川村消防本部予防課長 

 藤田委員の質問にお答え申し上げます。 

 北海道平均の設置率に近づけるためには、今後も継続した普及活動に努めてまいりたいと思います。 

 現在、市民アンケート等を行っておりまして、速報値ですけども、北海道平均に近づいた数値となっており、一定

の効果は出てきているものと感じております。 

 そのほか、10年を経過した住宅用火災警報器の世帯に対してどういうアピールをしていくかと言いますと、令和6

年の調査結果によりますと、住宅用火災警報器の設置世帯のうち、設置してから 10 年以上が経過している割合は約

34％となっております。 

 このため、令和7年度は自己点検の方法を周知して、異常がある場合や電池切れを知らせる場合は交換しなければ

ならないことや、また、異常がない場合でも、10 年以上経過した場合は電子部品の劣化などにより正常に作動しな

いおそれがあることから、本体の交換を推奨するよう広報を推し進めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 分かりました。 

 今後、10 年過ぎたものに対しての取組ですけど、今、消防としては公共施設とか民間の商業施設のトイレ等にそ

ういう掲示物が貼ってあるのは承知しています。 

 今までは、どちらかというと、つけていない方に早くつけましょうという、そっちの喚起を促すことがメインだっ

たかなと思いますけども、今度、いわゆるそういう普及の部分のお知らせと、それからもう 10 年たった人が交換し

ましょうというふうにイメージさせるような PR 方法、掲示方法、これも考える時期に来ているんじゃないかと思う

んですけど、それに対しての見解があればお聞きして終わります。 

 

青木委員長 

 川村課長。 

 

川村消防本部予防課長 

 藤田委員の質問にお答え申し上げます。 

 委員がおっしゃるとおり、設置率については広報の効果が出たと感じており、設置についてはある程度、成果が出

ていると感じております。この先に考えることは、約 34％、10 年以上経過した住宅用火災警報器を所持している世

帯があることから、今度は交換、取替えについて強調したポスターの掲示や広報の仕方、こちらを強調した広報の取

組を令和7年度は推し進めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 以上で通告による質疑を終わります。 

 ほかに質疑はございませんか。 

 小田島委員。 
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小田島委員 

 すみません、簡単に1点だけ。 

 先ほどの札幌圏の消防通信指令共同整備事業の関連で、簡単で結構なんですけども、札幌市消防局が統一されると

いうことで、札幌の消防局の119番の指令台、それの人的要因が強化をされるのかどうかということと、多分大丈夫

だと思いますけど、何かあった場合の平均臨場時間の変化というのは現状どおりなのかどうかということと、スクラ

ップアンドビルドでそういう面での前提の体制でいきますと、北広島市消防本部の人的配置の省力化とかというとこ

ろら辺の減少が出てくるのかどうかということをお聞きしたいと思います。 

 以上、よろしくお願いします。 

 

青木委員長 

 矢村課長。 

 

矢村消防本部警防課長 

 小田島委員のご質問にお答え申し上げます。 

 札幌市消防局の指令員の人員についてでありますが、現行につきましては、指令管制員が 33 名、こちらを 3 部制

で行っております。指令共同後につきましては、これを増員し、42 名体制、これが 3 部制で行う形となっておりま

す。 

 また、臨場時間につきましては、119 番の受付は札幌市消防局に設置する共同指令センターで行いますが、出動に

関しましては、これまでどおり当市の消防隊が行いますので、臨場時間等によっては変わりないと考えております。 

 また、人員の省力化につきましては、指令共同以降、北広島市内で119番を受け付けることがなくなりますが、先

ほども申し上げましたとおり、地点がどうしても特定できない場合の三者通話、こちらの対応などで人員を配置する

予定となっております。 

 そのほか、もう1名につきましては、消防部隊等の配置をし、体制の強化を図っていきたいと考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 ほかに質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 以上で消防所管分の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 

 

休 憩  午前10時13分 

再 開  午前10時13分 

 

青木委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 次に、市民環境部所管の総務費及び衛生費、霊園事業特別会計の質疑を行います。 

 質疑のある方は挙手願います。 

 永井委員。 
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永井委員 

 では、1点、エルフィンパーク関係のことでお聞きいたします。 

 予算書87ページ、附属資料43ページのエルフィンパーク活用事業についてですが、昨日も試合が、オープン戦だ

ったのかしら、ありまして、たまたま私、試合終わり後ぐらい、夕方にエルフィンパークを通る機会があったんです

けど、大変な混雑でなかなか家のほうに向かっていくのも人波をかき分けながら向かっていくという感じでした。 

 それで、ボールパークのこのイベント時、また試合のときなどの混雑対応として、今、日ハム側のほうで多分雇用

されておりますバイトの方だとかが交通整理とかをされている感じだと思うんですけれども、エルフィンパークの市

民交流広場をなかなか市民が利用できないという日が増えてきているということも聞いております。 

 市民活動の場が提供できなくなってきておりますけれども、その確保についてどのように市のほうで対応していく

のか、伺います。 

 また、春に、ゲートパーク、駅西口広場が開かれますけれども、こちらとの兼ね合いについて伺います。 

 

青木委員長 

 大野戸籍住民課長。 

 

大野戸籍住民課長 

 永井委員のご質問にお答え申し上げます。 

 エルフィンパーク活用事業についてでありますが、エルフィンパーク市民交流広場は、道路として位置づけられて

いる施設であり、その一部を市民の交流の場として市が管理し、活用しております。そのため、通行される方の安全

確保が最優先となり、試合等の開催日には、通行者の安全を確保するため、市が交流広場を占有することについて利

用者の皆様にご理解とご協力をお願いしているところです。 

 また、今年 4 月から新たに開設するゲートパーク、駅西口広場につきましては、試合開催時の利用制限もなく、

様々な用途にご利用いただけることから、これまでエルフィンパーク交流広場を利用されていた皆様にも活用してい

ただきたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 今、通行者の安全を確保するためにということでしたけれども、混雑具合を市の職員の方も重々承知しているかと

思いますけれども、昨日、試合帰りのお客さんと私がちょうどぶつかってしまったことがあって、お互いに危ないな

と思いながら避けられず、そのまま体ごとぶつかってきてしまったという、この安全面というところも確保をしてい

くというお答えだったんですけれども、どういうふうに確保していくのかというところですね。 

 今、お客さんが帰ってこられる通路と一般の市民が通る通路と多分コーンを立てて分けているかと思うんですけれ

ども、なかなか混雑してきますと、それもぐちゃぐちゃになってしまうというような現状がありますので、通行者の

確保というところを十分にやっていただきたいと思いますけれども、その辺について、日ハム側の対応とうまく協力

し合ってやっていっていただきたいと思いますが、その辺について何かお考えがありましたら、伺います。 

 また、エルフィンパークが道路であるということ、歩行者優先であるということが、市民の方も認識していない方

もいらっしゃるのではないかと思います。 

 実際に、私が関わっている団体さんも毎年、年に2回ほどあそこを使ってバザーとかをやっているんですけれども、

やっぱりあそこがもともと道路であるということよりも、自由に使える広場という認識がありますので、その辺、エ
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ルフィンパークの利用の周知をきちんとするべきではないかと思いますけれども、伺います。 

 

青木委員長 

 大野課長。 

 

大野戸籍住民課長 

 エルフィンパーク交流広場を日ハムの試合開催時等に、イベント等で利用される場合には、ファイターズの委託の

職員の方が来て、道路の利用については制限等を行って、誘導等を行っているところであります。 

 また、エルフィンパーク市民交流広場が道路であり、歩行者優先となることから、試合等の開催日に利用できない

ことにつきましては、周知を図っていくということで既に市のホームページでお知らせを行っているところであり、

ただ、これまで利用されていた皆様からのご理解も得られるよう、申請や問合せがあった場合には丁寧な説明を行っ

てまいりたいと考えております。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 交通通行者の安全というところでは、親子連れのお客さん方もたくさんいらっしゃいますので、やっぱり子どもさ

んたちにもけがとかのないように、企業側と協議を十分進めていっていただきたいことを申し上げておきます。 

 最後に、以前はエルフィンパークの中でミニコンサートだとか、あとお花の展示会なども開かれていた記憶がある

んですけれども、秋だったら菊の展示祭、菊は今でもやっていますでしょうかね。春先には、何か春のお花の展示会

とかもやっていた記憶があるんですが、そういうところもこれまでのように開催できるような対応をしていっていた

だきたいと思いますけれども、見解を伺います。 

 

青木委員長 

 大野課長。 

 

大野戸籍住民課長 

 永井委員の質問にお答え申し上げます。 

 エルフィンパーク市民交流広場において、様々な利用がこれからもなされていくということは、私どももエルフィ

ンパーク交流広場を開設した目的が、市民の交流の推進であったり地域振興を図るという目的で設置されております

ので、そちらにつきましては、今後も交流広場を活用して様々なイベント等を引き続き行っていきたいと考えており

ますので、そのために何らかの方法は考えていきたいと思っております。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 1点だけお聞きいたします。 
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 予算書131ページ、家庭ごみ適正処理推進事業でございますけども、この中でごみステーションからの資源物の持

ち去りについてですけども、条例ができてから資源物を持ち去る方が激減して、皆さん快適にごみを捨てられている

と思っていますけども、近年はごみステーションからの資源物の持ち去りが発生しているのかどうなのか、お聞きい

たします。 

 そして、警戒パトロールと書いてありましたけども、その体制というのはどのような体制か、お聞きいたします。 

 

青木委員長 

 米村環境課長。 

 

米村環境課長 

 大迫委員のご質問にお答え申し上げます。 

 ごみステーションにおける資源物持ち去りのパトロールについてでありますが、基本的にごみステーションの巡回

啓発を行っており、通報があった場合には、該当するごみステーションを早朝等も含め警戒パトロールをし、許可な

く資源物の持ち去りを行う者に対して直接指導をしているところでございます。 

 持ち去りの現状といたしましては、パトロールなどの成果もあり、令和6年度は現時点で2件の通報にとどまって

いるところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 その持ち去りの2件というのはどのような内容か、お話しできればお願いします。 

 

青木委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 今年度ありました2件につきましては、禁止されている制度を知らなくて、地元の方が善意で、ごみステーション

から持っていったものを第三者の方がご覧になって、通報されたという実態が2件ございました。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 この持ち去り禁止条例は、地元の方たちが町内会のために確保しているんであれば、条例違反にならないというこ

とになっておりますので、その辺をせっかくやっていただいている方、善意でやっていただいている方ですので、そ

の方たちが不審者と思われないような体制を取れるように、町内会に対しても、ちょっと連絡をしていただければと

思いますので、これを要望しておきます。 

 以上です。 
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青木委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 今回の場合につきましても、地元の町内会さんとお話をしまして、このような持ち去りの例外規定が地元の自治会

でやる場合はありますよということもご案内しているところでございます。 

 今後につきましても、同様の対応を取ってまいりたいと考えております。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 佐々木委員。 

 

佐々木委員 

 私からも幾つか伺います。 

 まず、戸籍住民基本台帳経費についてお伺いします。予算書は 89 ページ、自衛官の募集事務を目的とした対象者

情報の提供について、今年から名簿での提供になりました。 

 今年度は対象者への個別通知が行われたんですが、除外申請による除外手続周知のため、対象者への個別周知を

2025年度も考えている予算なのか、お伺いいたします。 

 二つ目に、人権意識の普及啓発事業についてお伺いします。予算書85ページ、附属資料は27ページです。 

 人権意識を高めていくことは、差別やいじめを見抜き防いでいくことにつながります。2024 年度予算では、21 万

円だった予算が、今回の予算では6万円と大きく減っていますが、取りやめたり縮小する事業があるのか、確認いた

します。 

 三つ目は、ごみ減量化・資源化対策事業です。 

 4 月からの分別変更によって、ガラスビンを別に集めることになりました。これによって、ガラスが割れてほかの

ものと混ざりにくくなりました。 

 これに伴い、作業員さんのけがが減ったのか、お伺いいたします。また、資源物の売払い状況について確認いたし

ます。 

 次に、ごみ処理広域化事業について伺います。 

 広域処理施設の発電状況や売電収入について、施設を内覧させていただいた際に、ごみ焼却で出る熱を利用して発

電をし、施設内で使っていることですとか、売電の収入によって、各自治体からの負担金も軽減されると伺いました。

売電収入によって、どの程度負担金が軽減される見込みか、確認いたします。 

 もう一つ、広域処理施設を造るに当たり、各自治体から受け入れるごみの量を、実績などを基に推計して設計され

た施設だと思います。実際に稼働してみて、施設利用率がどの程度だったのか、お伺いいたします。 

 最後に、家庭ごみ適正処理推進事業についてお伺いいたします。 

 まず、自治会向けの補助についてお伺いします。2024 年度からごみステーションの除雪に対する自治会向け補助

を除雪費用の 2 分の 1、また、1 団体につき、これは上限 1 万円というものになりますが、こういったものを出すよ

うになりましたが、業者さんを頼むとすると、自治会の持ち出しが多過ぎて、有償ボランティアに請け負ってもらう

にしても、一つの自治会の中にあるステーションの数を考えると頼みにくいなという声が寄せられています。 

 この制度の利用状況を伺います。 

 次に、市民の手元にある旧ごみ袋の扱いについて伺います。ごみ袋代は市民が既に支払済みのごみ処理手数料です
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ので、差額シールによる対応を終える際には、旧ごみ袋の精算を何らかの形で行う必要があると考えますが、いかが

でしょうか。 

 最後に、分別の変更を理解していないと思われる不適正排出、こちらは大分減ってきたかなと思いますが、最近の

状況についてお伺いします。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 大野課長。 

 

大野戸籍住民課長 

 私からは、自衛官の募集事務を目的とした対象者情報の提供に伴うご質問についてお答え申し上げます。 

 自衛官の募集事務を目的とした対象者情報の提供に伴う除外申請案内の個別通知についてでありますが、関連する

法令等に基づき、自衛隊から募集対象者情報の提供依頼があり、住民基本台帳の一部を提供する場合は、情報提供を

望まない方の意思を尊重するため、令和7年度におきましても、本人または法定代理人等からの申出に基づき、対象

者を提供する情報から除外する除外申請制度について、対象者となる方に個別に通知を発送し、直接周知を行うこと

を予定しております。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 高橋市民生活課長。 

 

高橋市民生活課長 

 私のほうからは、人権意識の普及啓発事業の減額理由についてお答え申し上げます。 

 令和6年度につきましては、国からの人権啓発活動、地方委託事業として、人権の花運動を実施したため、例年よ

りも歳入及び歳出予算のいずれも増額となっていたところですけれども、令和7年度はその実施がないため、その分

が減額となっております。 

 人権の花運動につきましては、子どもたちが協力して花を育てることで、命の貴さを実感し、その中で豊かな心を

育み、優しさと思いやりの心を体得してもらうことを目的に、各小学校において実施するもので、国からの委託事業

につきましては、札幌法務局所管の7市町村の持ち回りとなっているところであり、令和6年度は本市の実施年度と

なっておりました。 

 このほか、国の事業がない期間において、二、三年ごとに札幌人権擁護委員協議会による人権の花運動も実施され

ておりますので、人権教室やパネル展等と併せて、引き続き、人権擁護委員の方々とも連携・協力しながら、人権教

育、啓発活動に取り組んでまいりたいと思っております。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 佐々木委員のご質問にお答え申し上げます。 

 ビン収集の関連でございますけれども、ビン収集に際しまして、破片等により収集員が負傷する事例というのは稀

でございまして、令和6年度につきましても、ビン収集の際にけがをした事例はないというふうになっております。 
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 次に、今年度の資源物売払の見込みとしましては、昨年の実績と比較して、金属類の収集量が約3割、売払い額は

約1割、ともに増加しており、紙類の収集量につきましても約2割、売払い額は約3割ともに増加をしております。 

 ペットボトルは収集量、売払い額ともに5％の増加を見込んでいるところでございます。 

 次に、ごみステーション除雪の補助につきましては、現在 12 件の申請を受け付けております。除雪委託対象とな

りますごみステーションは、1町内会当たり平均して3.5か所、1か所当たりの平均委託金額は約2万3千円、1町内

会当たりの平均委託料は約8万円となっております。今年度の利用実績を鑑み、新年度に向けて、より利用しやすく

効果的な制度について検討してまいります。 

 旧指定ごみ袋につきましては、差額シールの使用期限を来年の令和8年3月まで延長したところであり、ごみステ

ーションでの使用期限延長の周知を行うなどし、さらに1年間かけて使い切っていただくことを想定しております。 

 また、差額シールの販売店舗への納品数につきましても、運用開始の昨年、令和 6年 4月と比較しまして、本年 1

月の納品数は約 4％まで減少しており、各ご家庭の在庫数も減少していることが見受けられているところでございま

す。 

 分別を理解していないと思われる不適正排出の状況につきましては、令和6年4月実績におきましては、ごみ分別

の間違いや排出曜日間違い、差額シールの貼り忘れなど、全体で約 1万 4千件あったところでございますが、本年 1

月実績では、ビンと缶、ペットボトルが分別されていないなど全体で2,800件と、約8割分別間違いが減っている状

況にございます。引き続き、適切な分別について周知、啓発を実施してまいります。 

 次に、ごみ処理広域化事業でございます。道央廃棄物処理組合、焼却施設の発電状況と、売電収入についてであり

ますが、令和 6年度におきましては、本年 1月末現在で発電量が約 1,224キロワット、売電収入が税込みで約 1億 2

千万円となっており、年間では約1億4千万円の収入が見込まれておりますことから、本市の負担金は1,856万6千

円の減となっております。 

 次に、焼却施設全体の稼働率についてでありますが、令和6年度の年間処理見込量が4万5,158トンのところ、年

間の処理量で約4万4千トンの見込みとなっておりますことから、おおむね計画どおりとなっております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 佐々木委員。 

 

佐々木委員 

 答弁ありがとうございます。 

 戸籍住民基本台帳経費については、本人の知らないうちに個人情報が提供されるということを防ぐことができる運

用が確認できました。 

 人権意識の普及啓発事業については、パネル展などを例年どおり実施するということで、引き続きよろしくお願い

します。 

 ごみ処理広域化事業については、稼働率もお聞きして、かつかつでも人口増に対応できなかったり、大き過ぎる施

設でも無駄になってしまうということを心配して、お伺いしました。状況を理解いたしました。ありがとうございま

した。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 鶴谷委員。 
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鶴谷委員 

 3点、伺います。 

 まず、市民協働推進事業です。市民協働推進会議の審議会や公益団体活動への支援ということで、予算として 455

万5千円が計上されています。 

 公益活動事業共同事業の周知、応募時期、あと応募期間以外の問合せ状況はどのようになっているのか、伺います。 

 それから、近年の応募採択状況についても説明願います。 

 次に、戸籍住民基本台帳経費です。予算書は89ページ、附属資料はありません。 

 委託料についてお聞きしたいと思います。令和6年度予算が、委託料として約3,200万円だったんですけども、そ

こから増額の数字となっています。中でも、委託料が1,286万7千円から約3千万円ということで、大幅な増額なん

ですけども、こちらについて説明を願います。 

 次に、清掃対策費です。広域処理施設に関する運用は、先ほどの質疑の中からいろいろ確認いたしました。 

 私からは、清掃対策費のうちごみ収集の事業に関しては、やはり運搬するための車両費とか、車両が動くための燃

料費、人件費というのが大きく占めるのかなと思うんですけれども、このごみ収集車両、新たに広域焼却施設まで運

搬する車両が増えているということで、高騰する燃料費が予算に影響してきているのではないかなと思います。 

 それに関して、予算においてどのように見込んで反映しているのか、確認いたします。 

 

青木委員長 

 高橋課長。 

 

高橋市民生活課長 

 鶴谷委員のご質問にお答え申し上げます。 

 私のほうからは、市民協働推進事業についてお答え申し上げます。公益活動事業補助金、共同事業提案制度の周知

につきましては、いずれの制度も、年度初めから募集を開始し、市の広報紙、ホームページ、公式 LINE による発信、

公共施設等におけるチラシの配布のほか、NPO 法人や自治会、町内会へ文書を送って周知しているところでございま

す。 

 問合せにつきましては、募集期間中に電話や窓口、説明会の場において、対象条件や申請方法について毎年度、数

件から十数件のお問合せを受けているほか、募集期間外におきましても、今後の申請に備えた相談等もいただいてい

るところでございます。 

 近年の応募採択状況につきましては、直近3年の状況になりますけれども、公益活動事業補助金につきましては、

令和4年度は申請2件、交付決定2件。決定したこの2件のうち1件は取下げとなっており、実際交付したのは1件

となっております。令和 5年度は申請 2件、交付決定 2 件、令和 6 年度は申請 3 件、交付決定 2 件となっておりま

す。 

 また、共同事業提案制度につきましては、令和4年度は申請がなく、令和5年度と令和6年度に1件ずつ申請があ

りましたけれども、採択には至っておりません。 

 以上になります。 

 

青木委員長 

 大野課長。 

 

大野戸籍住民課長 

 私のほうからは、戸籍住民基本台帳経費の委託料の内訳等について申し上げます。 

 この委託料の主な内訳についてでありますが、令和 7 年 5 月末に戸籍に振り仮名を記載する法改正を予定してお
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り、現在住民票に事務処理のため、記録されている振り仮名を当市に本籍がある約5万1千人へ発送する通知書作成

の費用、及び振り仮名等の戸籍処理等を行うための戸籍システム増設による費用、国が自治体の行政システムを標準

化及びガバメントクラウド化することに伴い、戸籍システムの個別設定及び移行するための費用並びに戸籍システム

を利用及び保守管理等を行うための費用等を見込んでいるところです。 

 また、戸籍への振り仮名記載通知に伴う経費及びシステム標準化のシステム改修費につきましては、ほぼ全額を国

からの補助金として見込んでいるところです。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 鶴谷委員のご質問にお答え申し上げます。 

 清掃対策経費、燃料等の高騰の影響についてでございますが、一般廃棄物の収集運搬や処理施設運転管理業務等の

委託業務の設計、積算につきましては、契約管財課が示す油類単価を用い、適切に対応しているところでございます。 

 今後につきましても、適切な価格転嫁を行うことで、一般廃棄物処理業務が確実に履行されるよう対応してまいり

ます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 再質問します。 

 市民協働推進事業です。近年の応募状況や周知の取組について確認できました。 

 再質問ですけども、この事業のうち、市民協働セミナーが毎年いろいろ開催されていますが、近年は町内会、自治

会運営におけるデジタル化などをテーマにしたものもあると認識しています。 

 私も一度、一昨年あたりのものに参加させてもらったことがあるんですけども、開催以降、LINE のオープンチャ

ットの導入とかを進めている町内会も実際、今、増えつつあると伺っていますが、この市民協働セミナーの概要や参

加者の感想などについて、どのような声があるか、伺います。 

 次に、戸籍住民基本台帳経費です。委託費に関して、詳細を理解いたしました。 

 再質問ですけども、振り仮名記載に関わる事務処理とかガバメントクラウド移行に関する経費ということの話もあ

ったんですけども、この経費は、今、新年度予算なんですけども、さらにその先の年度にわたっても継続して発生し

ていくものなのか、見通しについて伺います。 

 

青木委員長 

 高橋課長。 

 

高橋市民生活課長 

 鶴谷委員の再質問にお答え申し上げます。 

 近年実施した市民協働セミナーの内容につきましては、令和5年度は市民参加フォーラムと共同開催で、自治会、

町内会及び NPO 等の団体向けに 2 回実施をしており、1 回目は団体運営のデジタル化について実技を交えながら、2
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回目はデジタルによる情報発信についてワークショップを中心に実施したところでございます。 

 今年度につきましては、団体の合意形成に必要なファシリテーション等についてワークショップを中心に実施をし

たところです。 

 その参加者の感想なんですけれども、実施後の参加者アンケートの結果では、いずれのセミナーにおいても8割以

上の方が「すごくよかった」、または「よかった」と回答していただいており、感想につきましては、令和 5年度 1

回目のデジタル化セミナーでは、「グループチャットの作成方法を実践できてよかった」、「デジタル化の推進に役

立つ」といった感想の一方、「便利なことは進めていきたいが、難しさも感じた」等の意見もいただいたところでご

ざいます。 

 2 回目の情報発信のセミナーにつきましては、「町内会活性化のヒントをもらった」、「情報のやり取りに関し、

世代間ギャップを認識した」、「どこかで役立てたい」等の感想をいただき、本年度のセミナーでは、「ファシリテ

ーション力を身につけたいと思った」という感想があった一方、「慣れていないので簡単ではない」という感想もい

ただいたところです。 

 以上になります。 

 

青木委員長 

 大野課長。 

 

大野戸籍住民課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 戸籍への振り仮名記載やガバメントクラウド化に伴う委託料の今後の見通しについてでありますが、振り仮名記載

の戸籍処理につきましては、令和8年5月末までに届出のなかった本籍人に、職権で振り仮名を記載するためのシス

テム改修に要する費用及び令和7年8月に予定しているガバメントクラウド移行後につきましては、ガバメントクラ

ウド上でのシステム利用料及び運用管理経費等に毎年度の支出を見込んでいるところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 市民協働推進事業のほうです。 

 再質問ではないんですけれども、この近年のセミナーの開催状況や参加者が参加して得るものの大きさとか、企画

内容が実践的なものが組み込まれていたりして、すごく有意義な開催になっているのかなと思います。 

 今後も、自治会をはじめ市民活動に役に立つ、また、参加者同士のつながりで交流が深まるような企画に取り組ん

でいただきたいということを要望しまして、発言を終わります。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 山本委員。 

 

山本委員 

 私のほうからは、まず有害鳥獣駆除対策事業、予算書で129の、附属資料で33ページになります。 

 この有害鳥獣の駆除については、農政課のほうでもやっておりますけれども、環境課のほうでは主に外来種の動物
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の駆除を目的としたものが中心になっていると思うんですけれども、そうしますと、今、アライグマを中心に駆除し

ていると思うんですけども、この有害駆除の実績と、それから全道的にもこれは駆除されていると思うんですけども、

アライグマは減っているんでしょうかというところをお聞きしたいと思います。 

 それから、令和7年度の事業の取組、こうした有害駆除の実績を踏まえて、令和7年度はどう取り組んでいくのか

というところをお聞きしたいと思います。 

 次に、ゼロカーボン推進事業です。 

 これは、ページ数は予算書も附属資料も同じですけれども、ゼロカーボンシティの予算を見てみますと、今年度は

201万 8千円という予算がついているんですけども、昨年は 938万 9千円ということで、大幅に落ち込んでいるわけ

です。 

 これ、2050 年までに二酸化炭素の排出量をゼロにするということで、全国的に取り組んでいくということで当市

もやっていくわけですけども、このような取組でゼロカーボンシティを宣言しているわけですけども、実現するのか

どうかというところが非常に疑問なんですけれども、令和7年度の事業内容も含めて、そこら辺についての考え方を

お聞かせ願いたいと思います。 

 次に、予算書 131 ページで附属資料 34 ページのところに、ごみ減量化・資源化対策事業及び家庭ごみ適正処理推

進事業、生ごみ処理事業、ごみ関係の事業が並んでいるんですけれども、ごみ減量化の現状、先ほどの答弁では、計

画どおりに進んでいるというふうなことらしいんですけれども、ごみ減量化の現状に対して、前に一般質問でも取り

上げたと思うんですけども、特に地域的に適正処理が進んでいる地域と進んでない地域が出ているということで、市

のほうも調査されていたかと思うんですけども、適正処理が進んでいない地域に対する対策というものをどう進めて

いくのか、それから、生ごみ処理の実績等、処理工場ですね、特に家庭の生ごみと事業系の生ごみとの実績はどうな

っているのかというところをお聞きしたいと思います。 

 次に、不法投棄対策事業です。 

 これは予算書 133 ページで附属資料 34 ページですけれども、この不法投棄の現状、特に廃タイヤなどの不法投棄

が横行しているわけですけども、この不法投棄の現状と、不法投棄の回収状況、それから回収したものがきちっとリ

サイクルされているのかというところの実績についてお聞かせ願いたいと思います。 

 特に、今後、取締り強化に向けた取組内容についてお聞かせ願いたいと思います。何か密漁のほうではドローンを

活用して、密漁の摘発にかなり効果を上げているということなんですけども、不法投棄だとなかなか同じようにはい

かないとは思うんですけども、そういう新しい取組も含めて、どういうふうに強化していくのかお聞きしたいと思い

ます。 

 次に、霊園特別会計事業です。これは決算委員会の中でも、霊園事業の基金の運用についてお聞きして、基金が何

年かで取り崩されて基金として積み上がらないというような状況になっているということなんですけども、一つは霊

園事業の実績と令和7年度の取組内容、それから、基金増加を目的とした取組についてどういうふうに強化していく

のかをお聞きしたいと思います。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 山田市民環境部次長。 

 

山田市民環境部次長 

 山本委員のご質問にお答え申し上げます。 

 私からは、ゼロカーボン推進事業の関係でご答弁させていただきます。 

 まず、ゼロカーボンシティの実現につきましては、第3次環境基本計画に基づき、カーボンニュートラルを目指し

た地球に優しいまちの実現に向けて、地球温暖化対策を推進しているところでございます。 
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 具体の取組としましては、市民への太陽光発電システム及び定置用蓄電池の設置支援、北広島環境ひろばや北海道

と連携した啓発イベント、小学校などでの地球温暖化防止講座やエコクッキングなどを実施するとともに、使用済み

ペットボトルの水平リサイクルによる資源環境の取組、道央廃棄物処理組合によるごみの焼却熱を利用した発電シス

テムの運用など、様々な取組を通して、ゼロカーボンシティの実現を目指している状況でございます。 

 先ほど、山本委員からお話がございました予算が大きく減っている部分につきましては、昨年度は稲穂保育園の

LED改修等、ほか施設の改修と合わせて LED化をしておりまして、昨年から令和 7年度は、当初予算では今、計上し

ていない状況でございまして、その分は大きく減っているという状況でございます。 

 ただ、太陽光発電の設備等の補助につきましては、令和6年度から令和7年度は増額して要求している状況でござ

います。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 山本委員のご質問にお答え申し上げます。 

 有害鳥獣駆除対策事業でございますけれども、令和 6年度におけるアライグマの駆除実績につきましては、本年 2

月末現在で216頭を駆除しているところでございます。 

 北海道内全体で減っているのかというご質問でしたけれども、北海道の報告によりますと、捕獲頭数、農業被害額、

生息確認市町村数ともに増加傾向にございますので、減っている状況にはないのかなというふうに推察をいたします。 

 令和7年度におきましても、可能な範囲で、箱わなの設置箇所を増やすとともに、国や北海道、近隣市町村と連携

しながら、捕獲頭数の増加に向けて取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、ごみ関連ですけれども、燃やせるごみの処理状況につきましては、本年1月末現在で8,556トン、今年度は

1年間で1万267トンを見込んでおりまして、計画の焼却処理量に比べ約11％の減少を見込んでいるところでござい

ます。 

 次に、不適正排出が多いごみステーションへの対策についてでございますけれども、委託の監視員による指導等を

実施しているほか、自治会、町内会からの要望によって、重点的に巡回等を行い、間違えた分別などについては持ち

帰ってもらうなどの方法により、適正な分別に向けて指導を行っているところでございます。 

 次に、生ごみですけれども、令和6年度の生ごみ処理の実績につきましては、本年1月までの実績値で、家庭系の

排出量が1,189トン、事業系の排出量が775トンとなっておりまして、昨年度と比較し、増加傾向となっている状況

にございます。今年度は家庭において、小まめに生ごみを排出できるよう、1.5 リットルの小さな指定ごみ袋を新設

し、全体の約3割程度の使用率となっており、引き続き分別の促進につながる効果的な施策を推進してまいりたいと

考えております。 

 次に不法対策事業ですけれども、令和 6年度の不法投棄は、本年 1月末現在で約 33トンとなっており、近年減少

傾向にあります。 

 回収された不法投棄物につきましては、家電4品目は委託により指定引取所まで運搬を行った後、市がリサイクル

料金を負担した上で、家電リサイクル法に基づき、家電メーカーにより製品に応じてリサイクルされているところで

ございます。また、廃タイヤにつきましては、委託によりチップ化された後に、工業用燃料として活用されている状

況にございます。 

 取締り強化の関連ですけれども、ドローンなど機器を用いた監視員による対策につきましては、運用する場所や時

間など、運用面での課題が想定されるものと認識しているところでございます。 

 次に、霊園特別会計事業でございますけれども、霊園事業の実績と令和7年度の取組内容につきましては、貸付実
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績としましては、本年1月末現在で、今年度、墓地が25区画、合葬墓が139体となっております。 

 令和7年度の貸付見込みにつきましては、墓地を28区画、合葬墓で125体を見込んでおります。 

 次に、霊園管理基金の増加策と取組内容についてでありますが、支出の削減策として、令和5年度から、普及の委

託工程の見直しや自動芝刈り機の導入など、管理方法を見直すことで、令和 7 年度予算案では、令和 4 年度と比較

し、約1千万円削減したところであり、収入の増加策につきましては、今年度実施しました霊園所有者と所有者以外

の市民を対象にしたアンケート調査を基に、令和7年度に検討することで、収支均衡、基金の増加を図ってまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 まず、ゼロカーボンですけども、太陽光発電の補助といろんなイベントなどでの啓発が中心という感じを受けるん

ですよね。本当に、これをずっと継続していって、ゼロカーボンシティ実現ができるのかどうかというのは、この取

組内容を見ると非常に疑問に思うんですけれども、他市では、ゼロカーボンシティを宣言している以上、様々な取組

を市全体で上げてやっているということがあるんですよね。 

 今お聞きしますと、学校での取組はされていますけれども、全庁的にきちんとやっていっているのか疑問ですけれ

ども、それも含めて、太陽光発電については補助制度はあると言うんですけど、補助の実績がどうなっているのかと

いうことと、それから他の部署を含めて、市全体としての取組というものを今どれぐらいやられているのか、お聞か

せ願いたいと思います。 

 それから、燃やせるごみとか生ごみですけども、生ごみについては増加しているということですけれども、計画か

らの達成率ですとか、生ごみの回収率というのはどの程度になっているんでしょうか。かなりの目標達成率になって

いるのかどうかをお聞きしたいと思います。 

 それから、不法投棄ですけれども、家電4品目については回収して市が負担してリサイクル業者に引き取っていた

だいているということですけども、この負担額というのは例年どれぐらいになっているんでしょうか。 

 また、廃タイヤについてはチップ化して処理しているということですけれども、これによる市への収入というのは

あるんでしょうか。これも市の負担額があるのかどうかというところをお聞かせ願いたいと思います。 

 霊園基金については、令和7年度はアンケートを踏まえてやるということで、その検討内容、具体的にどんなこと

をやっていくのかをお聞かせ願いたいと思います。 

 

 

青木委員長 

 山田次長。 

 

山田市民環境部次長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 まず、太陽光発電システム及び蓄電池への設置支援につきましては、市内に住宅を持つ、またこれから持とうとす

る方に対して、設備の設置に係る費用の一部を補助しているところでございます。 

 実績につきましては、今年度、令和 6年度は太陽光が 5件、蓄電池が 7 件、ペレットが 1 件ということで合計 55

万円の支援を行っているところでございます。令和 7 年度につきましては太陽光を対象に 11 件、定置用の蓄電池な

どで11件ということで合計88万円の予算を計上している状況でございます。 
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 もう1点、市の庁内における取組ということでご質問があったと思うんですけども、これまでも公共施設への太陽

光発電システムや地中熱、ヒートポンプの設置、庁内の環境マネジメントシステムの運用、公用車の更新に合わせて、

ハイブリッド車への切替えなどを行うとともに、ゼロカーボン推進事業などの各種施策を総合的かつ計画的に推進す

るため、課長職で構成するゼロカーボン推進検討委員会を設置し、施策の情報共有のほか、事業の企画などに係る検

討を行っているところでございます。 

 また、部長職で構成する環境活動推進会議では、庁内の環境マネジメントシステムであったり、市役所事務事業、

第5次地球温暖化対策実行計画の運用、環境配慮、活動指針などの方針の決定を行っており、今後もこれらの庁内的

な横断組織によって取組を進めてまいりたいというふうに考えてございます。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 再質問にお答えを申し上げます。 

 まず、計画との達成率でございますけれども、生ごみ達成率は全体で 95％程度で、近年におきましてはおおむね

計画と同程度の推移をしておりますけれども、今後につきましては、より分別の施策を進める観点上、計画値が厳し

くなっておりますので、それに向け、様々な施策を展開していかなければいけないなと考えております。 

 次に、廃タイヤの処理ですけれども、こちらのほうには処理の委託料と、そちらのリサイクルの相殺というふうに

なっておりますので、収入等はないところでございます。 

 次に、家電4品目の処理の負担率につきましては、量が年によって多少前後するところでございますので、一律に

負担率がどうというお答えは難しいものというところでございます。 

 次に、霊園特別会計のところの新たな施策というところでございますけれども、今現在、昨年末に実施しましたア

ンケート調査のほうでどういった需要があるのか、今後、その資金の動かし方についてどうでしょうかというアンケ

ートを取ったところでございます。 

 それらを昨年末に集約しましたので、新たに増加できるような販売方法がないかどうかというところを現在検討し

ているところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 ゼロカーボンですけども、太陽光発電のやつをいろいろやっていると思うんですけども、庁内的には検討委員会を

つくってやっているということなんですよね。また、環境マネジメントをやっているということですけど、一つは庁

内でやっていくという部分について、環境マネジメントについては、例えば紙なんかも目標どおりに進んでいるのか

どうかというのをお聞きしたいんですけれども。 

 それと私は、ゼロカーボンを進めていく上で、今、市として庁内施設ですとかそういうところを主に減らしていこ

うという取組が中心になっていると思うんですよね。これは、まち全体でというか、太陽光発電とか蓄電池について

は補助していますけれども、業界を含めてまち全体でこのゼロカーボンに向けて取り組んでいこうということがない

と、なかなか進まないということがあると思うんですよね。 

 そういうところをどういうふうに取り組んでいくつもりなのかをお聞かせ願いたいと思います。 
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 それから、不法投棄については、家電4品目については一概に言えないということなんですけど、例えば令和5年

度でも令和6年度でもいいんですけれども、実際に単年度でどれぐらいかかっているものなのか、分かったら教えて

いただきたいと思います。 

 

青木委員長 

 山田次長。 

 

山田市民環境部次長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 まず、1点目、環境マネジメントの実績につきましては、北広島市役所事務事業、第 5 次地球温暖化対策実行計画

に基づき実施している令和5年度の環境マネジメントシステムの実績につきましては、職員個人の環境活動における

全課の平均活動値の目標として 95％を目標としているんですけども、上期では平均 98％、下期では 98.4％となり、

目標は達成している状況でございます。 

 もう1点、市全域への取組というか、そういった部分のお話でございますけれども、今までも市民事業者向けの啓

発事業というのを行ってきたところでございますけども、温暖化対策など先進的な取組を行っている市内の企業がい

らっしゃいますので、これらの企業と連携してセミナーやイベントなどの取組を事例紹介するほか、石狩振興局であ

ったり、市内商工団体、そういったところとの連携によって、事業者への周知も充実を図ってまいりたいというふう

に考えております。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 暫時休憩します。 

 

 

休 憩  午前11時08分 

再 開  午前11時10分 

 

青木委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 山本委員。 

 

山本委員 

 全庁的な取組なので、ゼロカーボン推進事業について留保して総括に上げたいと思います。 

 

青木委員長 

 承知いたしました。 

 なお、環境課長からの答弁につきましては、今、答弁します。 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 お答え申し上げます。 

 家電4品目の手数料につきましては、昨年度実績で20万4千円となっております。 
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 以上でございます。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、簡潔に5点ほどお聞きしたいと思います。 

 まず、市民生活費、地域防犯等整備事業、予算書85ページ。 

 町内会・自治会設置のLEDの街路灯の令和7年度での普及率は、どれくらいになると予想されるのか、お聞きしま

す。 

 次に、有害鳥獣駆除対策事業、予算書129ページ。 

 先ほど、山本委員からも質問がありましたが、アライグマの関係で別の角度でお聞きします。 

 アライグマのわなの年間貸出数と捕獲頭数はどうだったのか、令和7年度の目標もお聞きしますけれども、このわ

なに関しては、一番この需要があるときに待たせることなく提供ができているのかどうか、その点を含めて説明をお

願いします。 

 次に、清掃対策費、予算書129ページ。令和6年度のミックスペーパーの回収実績と回収拠点の拡大はどうだった

のか、説明願います。 

 次に予算書131ページ、生ごみ処理事業。事業系一般廃棄物の令和6年度の目標達成度と令和7年度の見込みにつ

いてお聞きします。 

 最後、ページ数はなしで、これは毎年聞いていますが、西の里地区における公共施設の在り方は、令和7年度にど

こまで協議されるのか、これを取りまとめしている市民環境部のご説明をお願いします。 

 

 

青木委員長 

 高橋課長。 

 

高橋市民生活課長 

 藤田委員のご質問にお答え申し上げます。 

 私のほうからは、地域防犯灯の関係と西の里地区の公共施設の関係をお答え申し上げます。 

 まず、地域防犯灯の関係ですけれども、令和7年度の地域防犯灯のLED灯普及率につきましては、自治会、町内会

等の地域防犯灯維持管理団体からの申請によるところではありますが、令和7年度実施予定として補助金の要望をい

ただいている取替えが全て実施された場合、地域防犯灯のLED灯普及率は96％になる見込みとなっております。 

 続きまして、西の里地区公共施設の検討についてでありますが、令和5年度に行いました庁内検討会議における検

討結果を踏まえまして、令和6年度は市民参加フォーラムを全3回実施いたしまして、地域の皆様をはじめ、市民の

方々に、コミュニティ施設に求める機能やどのような使い方をしたいか等についてワークショップ形式で議論をして

いただき、意見をお伺いしたところです。 

 庁内検討結果報告書におけるスケジュール想定では、次の段階は基本構想の策定となっており、今後は市民参加フ

ォーラムでいただいた意見を踏まえ、基本構想策定に向け、進めていくことになるものと考えております。 

 以上になります。 

 

青木委員長 
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 米村課長。 

 

米村環境課長 

 藤田委員のご質問にお答えを申し上げます。 

 まず、有害鳥獣駆除対策事業、アライグマの箱わなの貸出数と捕獲頭数についてでございますが、令和6年度にお

きましては、今年度2月末現在で箱わなを延べ116か所設置いたしまして、捕獲頭数は216頭となっております。希

望される方への貸出しにつきましても、問題なく行われているところでございます。 

 令和7年度につきましても、可能な範囲で箱わなの設置箇所数を増やすとともに、国や北海道、近隣市町村と連携

しながら、捕獲頭数の増加に向けて取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、ミックスペーパーの回収実績につきましては、本年 1 月末現在で約 215 トン、前年同月末比で約 11％の増

加となっております。 

 令和7年度のミックスペーパーの回収拠点の拡大につきましては、引き続き民間事業者と継続協議をし、市民が日

常利用する身近な民間施設での拠点増加に取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、生ごみ処理事業についてでございますけれども、令和6年度の事業系一般廃棄物の生ごみ収集の目標と達成

度につきましては、生ごみ分別の計画値 936トンに対しまして、2月までの実績値は約 830トン、前年度同時期の実

績値と比較し、約 10トン増加をしているところでございます。今年度の見込みとして、約 96％の達成率になるもの

と考えております。 

 今後につきましても、事業系生ごみ分別の徹底等について周知をしますとともに、必要に応じて事業者訪問を実施

するなど、目標達成に向けて、生ごみ分別対策に努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、再質問します。 

 まず、町内会、自治会の LED、今、課長の説明では 96％までになる予定だということで、限りなく 100％に近づい

てはきているんですけども、ここまで来ると、もう普及率はほぼ限界まで来ているというふうに認識しているのかど

うかが1点。 

 それから、既に最初につけた自治体はもう 10 年が過ぎております。中には、故障したりというようなところも出

てきているんじゃないかと思うんですけども、令和6年度において、既に設置したLEDの交換申請が何件程度あった

のか、お聞きしたいと思います。 

 次に、事業系の一般廃棄物のほうで再質問を1点。 

 一応 830 トンの 96％ということで、大型の施設が市内にできたことによって、この事業系の廃棄の生ごみが入っ

てきたと思うんですけれども、100％まであと一歩というところまで来ていますから、この目標達成はいつ頃を見込

んでいるのか。 

 それから、3 月に駅前に大型商業複合施設ができます。そこで飲食店も入っておりますから、そういうところから

出る生ごみ等々の回収も既に計画をされているのかどうか、お聞きいたします。 

 それから、ミックスペーパーに関しては、順調に回収実績が上がってきていると思うんですが、令和6年度の回収

拠点の拡大はどういうところが増えたのか、答えられる範囲でお答えください。 

 それから、最後、西の里の公共施設ですが、課長が言われた基本構想は、令和7年度中にまとめようとしているの

か、見通しについて、再度確認の意味でお聞きします。 
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青木委員長 

 高橋課長。 

 

高橋市民生活課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 まず、LED 街路灯の普及率についてですけれども、道営住宅の敷地に設置されている一部の地域防犯灯については、

道営住宅の管理組合が器具を設置し、維持管理は町内会が行っているというケースがあり、この場合、LED 灯への取

替えは道営住宅のほうの判断になりますので、このケースに該当するのが 2％となっておりまして、こちらとしては

それを除く 98％まで普及していただけるように、引き続き LED 化が完了していない団体に対し、取替えを行ってい

ただけるように働きかけを行ってまいります。 

 それから、令和6年度のLEDからLEDの更新の補助件数なんですけれども、4団体、12棟となっております。 

 それから、西の里の公共施設の基本構想の策定時期につきましては、具体的な時期につきましては今後決定されて

いくものと考えております。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 米村課長。 

 

米村環境課長 

 藤田委員の再質問にお答え申し上げます。 

 まず、事業系生ごみの分別でございますけれども、全ての事業所に適切な分別について指導をしておりまして、大

規模な事業所においては開業前の打合せや開業後のフォローアップも行っているところでございまして、新しく開業

する複合施設につきましても、生ごみ分別を含めた適正な分別にご協力をいただくこととしております。 

 達成の目標につきましては、なるべく早い段階での目標達成を目指しておりますので、現在、来年度の達成を目指

しながらやっているところでございます。 

 ミックスペーパーの拠点回収の増加ですけれども、今年度におきましては、北広島西郵便局が1か所と、あとはマ

ンション管理組合のご協力を得て、1か所増加をさせたところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 質問は1点だけ。 

 今答弁がありましたミックスペーパーの回収、6年度に郵便局 1 か所、それからマンションの管理組合等々がご協

力いただいたということで、こういったところの今後さらに増やしていく可能性なり、取組について、今現在の言え

る範囲で見解があれば、お聞きして終わります。 

 

青木委員長 

 米村課長。 
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米村環境課長 

 今後のミックスペーパー回収拠点の増加につきましては、既存でお願いしているところのほかにも、新たに民間商

業施設等にお願いをしてご協力をいただきながら、増加に向けて取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 以上で通告による質疑を終わります。 

 ほかに質疑はございませんか。 

 山本委員。 

 

山本委員 

 私からは、戸籍住民基本台帳の経費のところで、先ほど自衛官の募集の質問があったと思うんですけれども、一つ

は昨年、個別に通知して除外申請されたと思うんですけども、除外申請された人数は幾らかということをお聞きした

いと思います。 

 二つ目は、昨年いろいろ議論があって、個別に市民全員に通知して、除外申請をする方は申請してくださいという

形になったんですよね。 

 私は、そもそもこの個人情報を提供するということが行われるわけなので、個人情報提供してもいいという方につ

いてお知らせいただくという形が本来の姿じゃないかなと思うんですけども、その点についてお聞かせ願いたいと思

います。 

 

 

青木委員長 

 大野課長。 

 

大野戸籍住民課長 

 山本委員のご質問にお答え申し上げます。 

 除外申請が出た方の人数につきましては、247人となっております。約 4分の 1の方から除外申請の申請があった

ところであります。 

 自衛隊への名簿提供につきましては、法令に基づき適正な提供であることから、今後につきましても提供の依頼を

求められた場合には、名簿の提供を行っていくこととしております。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 以上で、市民環境部所管分の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 

 

休 憩  午前11時23分 

再 開  午前11時23分 
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青木委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 次に、市民環境部所管の総務費及び衛生費、霊園事業特別会計の質疑を行います。 

 質疑のある方は挙手願います。 

 滝委員。 

 

滝委員 

 私のほうから、1点、質問させていただきます。 

 予算書121ページ、附属資料4ページ、健康づくり計画策定事業についてですけれども、事業内容は計画策定のた

め、市民アンケートを実施するということですが、こちらの実施方法についてと計画の策定のスケジュールについて

お伺いします。 

 

青木委員長 

 影久健康推進課長。 

 

影久健康推進課長 

 滝委員のご質問にお答え申し上げます。 

 健康づくり計画策定に係る市民アンケートの実施方法につきましては、令和 7 年度中に無作為抽出の 18 歳以上の

市民1千名を対象に、郵送もしくはインターネットで回答していただくこととしておるところであります。 

 計画の策定につきましては、このアンケート結果等を踏まえ、令和8年度末を予定しているところであります。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 滝委員。 

 

滝委員 

 アンケートの実施方法は郵送とインターネットの回答を検討しているということでしたけれども、前回の市民アン

ケートは郵送だけだったと思うんですよね。それで、回収率42.4％で、8割以上が高齢者だったのかなと思うんです

よ。今回、この計画、やはり乳幼児から高齢者を対象とした大切な計画だと思いますので、やはり若い世代にも回答

してもらうことが重要かなと思います。 

 郵送とインターネットの両方を活用するということで確認なんですけど、よろしいでしょうか。 

 

青木委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 お答え申し上げます。 

 アンケートの回答方法につきましては、年齢の高い方には郵送で、若い方にはインターネットで回答していただく

ことを検討しているところでございます。 

 以上でございます。 
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青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 小玉淳子委員。 

 

小玉委員 

 まず、予防接種推進事業についてです。予算書123ページ、附属資料は12ページです。 

 先日行われた民生常任委員会でも、帯状疱疹ワクチンの接種について報告があったところですけれども、改めて帯

状疱疹ワクチンの接種希望者の個人負担金額とか内容について伺います。 

 次に、特定不妊治療（先進医療）助成事業についてです。予算書125ページ、附属資料は13ページです。 

 この事業は、令和6年度から新規にスタートした事業かと思いますけれども、予算減の内容と、あと令和6年度の

これまでの実績について伺います。 

 

青木委員長 

暫時休憩します。 

 

休 憩  午前11時28分 

再 開  午前11時30分 

 

青木委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 小玉委員、続けてください。 

 

小玉委員 

 こども家庭センター運営事業について伺います。予算書が111ページ、附属資料3ページになります。 

 こちらの新規事業の具体的な内容について伺います。 

 

青木委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 小玉委員のご質問にお答え申し上げます。 

 まず最初に、帯状疱疹ワクチンについてでありますが、帯状疱疹ワクチンの定期接種につきましては、対象者が令

和7年度中に65歳を迎える方と、60歳から64歳で人免疫不全ウイルスによる免疫機能の障がいで身体障がい者手帳

1級を持っている方が対象となります。 

 また、令和7年度から5年間の経過措置として、70歳から100歳までの5歳刻みの年齢の方も対象となり、100歳

以上の方につきましては、令和7年度に限り全員が対象となります。 

 個人の負担金額につきましては、ワクチン代と手技料を合算した額の2分の1とし、生ワクチンが4,200円、組み

換えワクチンは2回の接種が必要でありますが、1回1万800円となります。 

 続きまして、特定不妊治療（先進医療）の助成についてでありますが、本事業につきましては、令和6年度の新規

事業となっており、令和6年度におきましては経過措置として、令和5年度に治療した方についても助成対象として

いたところであります。 

 令和7年度につきましては、1年分の予算となるため、令和6年度より少ない額となっております。 
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 助成実績につきましては、令和7年2月末時点で実13人、延べ16人となっております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 野切福祉総合相談室参事。 

 

野切福祉総合相談室参事 

 続きまして、こども家庭センターの新規事業の具体的な内容についてでありますが、現在の母子保健機能及び児童

福祉機能を維持した上で、児童虐待等の困難を抱える世帯への支援体制をより一層強化するために、統括支援員を配

置するとともに、サポートプラン作成に関わるこども家庭支援員1名を増員する予定であります。 

 統括支援員は、母子保健機能及び児童福祉機能における双方の業務について十分な知識を有し、俯瞰して判断する

役割がございます。 

 サポートプランにつきましては、支援を必要とする世帯に対し、地域資源を有機的に組み合わせた支援プランを作

成するものであります。 

 こども家庭センター設置後も、関係機関とより一層連携を図りながら、情報の共有、支援方針の検討、訪問等によ

り、切れ目ない一体的、継続的支援を行ってまいります。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 小玉委員。 

 

小玉委員 

 それでは、予防接種推進事業について再質問いたします。 

 こちらの帯状疱疹ワクチンについては、4 月から全国の自治体で、国が B類定期接種に指定したので順次やってい

くということなんですけれども、昨年の定例会の一般質問でもご質問したんですけれども、このワクチンに関しては、

50 歳以上から打てるワクチンとなっておりまして、全国の自治体では 700 ぐらいの自治体で、50 歳以上の助成を独

自で行っているところがあります。 

 本市においても、市民の方から、50 歳以上の助成についてはどう考えているのかということで問合せを多くいた

だいている状況であります。これについての市の考え方を伺います。 

 

青木委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 帯状疱疹ワクチンの、今回決定された定期接種に該当しない方への助成につきましては、様々なご意見、ご要望が

想定されるところでございますが、まずは決定された定期接種の内容で実施していきたいと考えております。 

 市独自の取組につきましては、今後の国の動向や、他の施策、事業等の兼ね合いも考えながら、総合的にその必要

性について検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 
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 小玉委員。 

 

小玉委員 

 こちらの帯状疱疹については、帯状疱疹の後遺症ですとか、様々な後遺症の顔面神経麻痺ですとか、視力低下とか、

あと耳の聞こえが悪くなったりとか、そういった後遺症もあるものでありますので、50 歳から打てるワクチンであ

りますので、しっかりそこを考えていただければなと思いますので、今後、前向きに検討していただきたいと要望し

て終わります。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 1点だけお聞きいたします。 

 予算書125ページ、路上喫煙対策事業でございますけども、分煙施設設置についての検討状況と方向性をお伺いい

たします。 

 

 

青木委員長 

 下野企画課長。 

 

下野企画課長 

 大迫委員のご質問にお答えを申し上げます。 

 分煙施設の設置につきましては、国からの通知を踏まえ、設置場所や規模、周囲への影響など、それらに向けて設

置に向けた検討を進めているところであります。以上であります。 

 

青木委員長 

 大迫委員。 

 

大迫委員 

 分かりました。 

 路上喫煙禁止区間につきましては、多くの方が行き交う区間となるため、受動喫煙防止を主の目的とするために定

めました。しかし、電車から降りた際、電車に乗る際、喫煙者は1本吸ってから電車に乗りたいな、降りたいなと思

うものでございます。駅に喫煙所があると分かれば、禁止区間での喫煙は控える方が多くなると考えます。受動喫煙

をさせないための喫煙所は、必要と考えます。 

 ボールパーク内の新駅建設をしていますけども、新駅についても現駅と同様の分煙施設設置水準の検討をしていた

だくよう要望して終わります。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 佐々木委員。 
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佐々木委員 

 私からは2点お伺いいたします。 

 一つ目は、予防接種推進事業です。予算書123ページ、附属資料12ページです。 

 まず、予算増の要因について伺います。2024 年度の予算審査特別委員会の答弁では、このときも予算が増えてい

たんですけど、子宮頸がんワクチンについて接種者の7割が9価ワクチンを選択している状況とのことでした。 

 接種の際に、単価の高い9価ワクチンを希望する割合がさらに増えているのではないかと推察しますが、予算の増

はその影響によるものか、確認いたします。 

 続いて、子どもたちを対象にしたワクチン、そして子宮頸がんワクチンの副反応や相談件数の状況はどうか、確認

いたします。 

 最後に、補償補填及び賠償金として、毎年この事業に 10 万円が計上されていることに気づいたのですが、この予

算がどういう性質のものか、お伺いします。 

 二つ目は、フッ化物洗口推進事業です。 

 2023 年にフッ化物洗口が再開された際には、全ての学年の保護者向けの情報提供として、説明動画などの案内が

あり、希望するかどうかの確認がありました。その後は、新1年生、また転入生向けに情報提供や意向調査が行われ

ていますが、どのような方法で行われているのか、確認いたします。 

 また、虫歯本数の推移について、これまで減少傾向で推移してきていますが、最近の状況について確認いたします。 

 

 

青木委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 佐々木委員のご質問にお答え申し上げます。 

 まず、予防接種推進事業の予算の増額となっている要因についてでありますが、新型コロナワクチンに係る費用に

つきまして、令和6年度につきましては6月の補正予算で対応したため、当初予算に計上されていなかったところで

あります。 

 令和7年度につきましては、当初予算から計上しているところから、この分が増額となっております。 

 続きまして、子どもの予防接種及び子宮頸がん予防接種の副反応に関する相談につきましては、主に電話や乳幼児

健診で接種部位の腫れや発熱などの症状について、月1回程度お受けしているところであり、子宮頸がんワクチンの

副反応に関する相談につきましては、お受けしていないところであります。 

 続きまして、予防接種推進事業の予算の補償補填及び賠償金についてでありますが、予防接種健康被害救済制度に

おいて、国により認定された対象者に補償金を支払うための項目となっております。 

 予防接種健康被害救済制度により、認定される医療費や医療手当の金額はケース・バイ・ケースであり、本市にお

いて実績はありませんが、当初予算に一定の額として10万円を計上しているところでございます。 

 フッ化物洗口推進事業についてでございますが、新入学家庭のフッ化物洗口事業の説明につきましては、各ご家庭

の都合に併せて視聴できるよう、オンデマンドによる説明動画の配信を行ってまいりたいと考えております。 

 また、転入児童に対する情報提供は、各学校から保護者に事業の趣旨を説明し、フッ化物洗口の希望の有無を確認

しているところであります。 

 虫歯の本数の推移につきましては、12歳の永久歯の1人当たりの虫歯本数は、令和2年度が1.0本、令和3年度が

0.8本、令和4年度が0.5本、令和5年度が0.6本、令和6年度が0.5本となっております。 

 以上でございます。 
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青木委員長 

 佐々木委員。 

 

佐々木委員 

 再質問します。 

 予防接種推進事業について、予算増の要因については、コロナワクチンが含まれたためということでよく分かりま

した。 

 コロナワクチンについて、健康被害の申請状況はどうなっているのか確認いたします。 

 フッ化物洗口推進事業について、虫歯の本数については分かりました。これは平均の数字ですので、実際には虫歯

が全くない子と複数虫歯ができている子に二極化してきているということを懸念しますし、何本も虫歯ができている

子に一番必要なのは、フッ化物洗口というよりも、一生使える歯磨き習慣なのではないかなと私は思います。 

 ここで、情報提供について再質問いたします。 

 対面での説明会であれば、その場で疑問や不安に思った点を聞くことができますが、動画を見るだけだと、その場

では疑問が解決できないのではないかと考えます。 

 私は、小学生の保護者として、フッ化物洗口の再開の際には説明の動画や資料を見ましたけれども、メリットが強

調されて、リスクとかデメリットには触れられないという内容だったことが印象に残っています。どのように保護者

の方から質問を受けているのか、お伺いいたします。 

 

青木委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 新型コロナワクチンに関わる予防接種健康被害救済制度の申請件数につきましては、これまで4件となっておりま

す。 

 続きまして、フッ化物洗口事業についてでございますが、保護者からのご質問につきましては、オンデマンド配信

をお知らせする文書の中に、質問があった場合は電話もしくは専用連絡フォームで健康推進課宛に質問ができるとい

うことを周知しているところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 佐々木委員。 

 

佐々木委員 

 コロナワクチンの健康被害の申請状況、1件受けた後は、その後、増えていないということは分かりました。 

 予防接種については、副反応の状況や被害があった際の補償についても確認できました。 

 全国的には子宮頸がんワクチンの接種勧奨再開後、協力医療機関、これは子宮頸がんのワクチン接種後の症状に悩

む人を診てもらうために厚労省が指定しているものですが、この協力医療機関に新規に受診した方は、2019年度は7

名、2020年度は14名、2021年度は9月末までで16名でした。 

 2025年 1月 24日に開かれた第 105回厚生科学審議会（予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会）の報告資料に

よれば、協力医療機関への新規受診数は、積極的勧奨再開後の2022年度は137名、2023年度は146名、そして2024

年度は12月までの数字で262名と大幅に増えています。 
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 ワクチン接種については、副反応の症状を訴える市民の方に寄り添った対応、そして接種についての自己決定を尊

重する運用を引き続き行われますことを要望します。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 人見委員。 

 

人見委員 

 私のほうから、何点か質問します。 

 まず、高齢者支援サービス事業、予算書97ページで附属資料が5ページです。 

 今、高齢者が増えている状況下ですが、除雪サービスを担当する人員の充足状況についてお尋ねします。 

 2点目、福祉人材確保対策事業、予算書97ページの附属資料5ページです。 

 今、高齢者が増えて、特にその中でも後期高齢者が増えていますけども、その中で、福祉人材の確保というのは非

常に重要になってくると思います。そういった状況下で、新年度の予算が前年より減少しているんですけども、その

辺について理由をお尋ねします。 

 3点目、医療的ケア児レスパイト事業についてお尋ねします。予算書が103ページで附属資料が10ページです。 

 これは新規事業ですけども、その内容についてお尋ねします。 

 4点目、福祉バス運行事業、予算書99ページで、附属資料が11ページです。 

 これは新年度の予算が前年より大幅に増えていますけども、それだけ運行が増えているのかどうか、その辺につい

てお尋ねします。 

 5点目、救急医療推進事業、予算書121ページで、附属資料が12ページです。 

 これも予算が前年より大幅に増えているんですけども、救急医療センターが土日の昼間も開設することが影響して

いるのか、この辺の理由についてお尋ねします。 

 

青木委員長 

 工藤高齢者支援課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 私から、除雪サービスと福祉人材確保対策事業についてお答えいたします。 

 初めに、除雪サービス事業についてでございますが、除雪を担当する方の充足状況につきましては、ボランティア

の方を含む除雪の担い手の確保が難しくなってきているところではございますが、今年度につきましても対象となる

全ての世帯に対し、サービスの提供ができているところでございます。 

 続きまして、福祉人材確保対策事業についてでございますが、多くの市内の介護サービス提供事業所では、昨今の

担い手不足から、人材の確保が難しい状況にあり、事業運営において大きな課題となってきているところでもありま

すことから、今後より一層、市、地域住民、介護事業所が相互に協力するとともに、大学等との連携も強化しながら、

人材の確保を図る必要があるものと考えているところでございます。 

 本事業の新年度の予算につきましては、骨格予算ということで、就労支援金に関しましては、今年度に新規就労し

た方への6か月継続勤務に係る支援金と、あと新年度の4月から9月までの新規就労する方への新規就労に係る支援

金、市外からの転入に係る支援金及び6か月継続勤務に係る支援金のみを予算計上したことにより、今年度より減少

しているところでございます。 

 以上でございます。 
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青木委員長 

 林福祉課長。 

 

林福祉課長 

 私からは、医療的ケア児レスパイト事業と福祉バス運行事業についてお答え申し上げます。 

 医療的ケア児レスパイト事業についてでありますが、本事業はさっぽろ連携中枢都市圏において実施予定の事業で

あり、医療的ケア児に対して訪問看護事業所が医療保険制度による訪問看護の時間数を超える訪問看護や、医療保険

制度が適用されない学校などの自宅外で訪問看護を提供した際の費用を市が負担するものであります。利用時間の上

限は1人当たり年間48時間で利用者負担は原則ございません。 

 本事業の実施により、訪問看護の利用時間が増えることで家族が安心して体を休めたり、外出する時間をつくるこ

とにつながるものと考えております。 

 なお、本市の負担内容についてでございますが、扶助費相当として訪問看護の提供を、1 時間当たり 7,500 円を負

担し、1事業所当たり利用者1人につき最大で年間36万円を負担するものであります。 

 その他、事業運営を担うサポートセンター設置のための委託料相当として、利用者1人につき年間2万円を負担す

るものであります。 

 なお、扶助費相当分と委託料相当分につきましては、合算の上、負担金として、本市から札幌市へ支出する予定と

なっておりまして、札幌市を通じて訪問看護事業所等へ支払われる制度となっております。 

 続きまして、福祉バス運行事業についてでございますが、令和6年度予算から増額となった主な要因としましては、

修繕料と保健福祉関連委託料の増額がございます。修繕料につきましては、車椅子用リフトのメンテナンス費用を計

上したことで、44万円の増額となっております。 

 保健福祉関連委託につきましては、福祉バスの運転を含む運行管理業務を、令和4年度から令和6年度までの長期

継続契約で業務委託をしておりまして、令和6年度予算は契約金額ということで計上しておりましたが、令和7年度

予算につきましては、新たに長期継続契約の開始となりますことから、参考見積書などを基に積算した金額で計上し

ており、人件費の増加や物価上昇の影響により、298万7千円の増額となっております。 

 また、バスの運行状況についてでございますが、直近3年間の利用状況につきましては、令和4年度の延べ運行日

数が187日、延べ利用人数が3,430人、令和5年度の延べ運行日数が225日で、延べ利用人数が4,536人、今年度に

つきましては2月末現在の実績となりますけれども、延べ運行日数が203日で、延べ利用人数が4,834人となってい

るところであります。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 私のほうから、救急医療推進事業についてお答え申し上げます。 

 救急医療推進事業における予算の増額の要因についてでありますが、市内急病医療体制の見直しに伴い、土日祝日

における日中の時間帯の救急診療を夜間急病センターで行うこととしたことによる運営に係る経費のほか、看護師の

退職手当を含めた人件費の増額及び昨年 11 月に加入した救急安心センター札幌の運営負担金を計上したことなどか

ら、増額となったところであります。 

 以上でございます。 
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青木委員長 

 人見委員。 

 

人見委員 

 では、再質問いたします。 

 まず、高齢者支援サービス事業ですけども、除雪サービス制度の利用者数等の推移についてお尋ねします。 

 2 点目、福祉人材確保対策事業ですけども、今、介護士とか介護人材の充足状況を市はどのように捉えているのか

お尋ねします。 

 3点目、医療的ケア児レスパイト事業ですけども、先ほど上限 48時間と言いましたけども、この 48時間というの

は移動を含まない実働なのか、その辺について確認のためにお尋ねします。 

 

青木委員長 

 工藤課長。 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 初めに、除雪サービス事業についてでございますが、利用世帯数の推移につきましては、令和3年度が278世帯、

令和4年度は349世帯、令和5年度は359世帯、今年度は2月末時点で356世帯となっております。 

 続きまして、人材確保対策事業についてでございますが、市内の介護人材の充足状況は、現在のところ、おおむね

利用者のニーズに応じたサービスの提供が行われているものと捉えており、一定程度の人材は確保されているものと

考えておりますが、先ほども発言しましたが、多くの市内の介護事業所におきましては、昨今の担い手不足から人材

の確保が難しい状況にあり、事業運営においても大きな課題となってきているものと捉えているところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 林課長。 

 

林福祉課長 

 私からは、医療的ケア児レスパイト事業の再質問にお答え申し上げます。 

 利用時間の上限となっております 1 人当たり年間 48 時間につきましては、訪問看護を提供した時間となっており

まして、移動時間は含まれないものとなっております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 では、13時まで休憩といたします。 

 

休 憩  午前11時55分 

再 開  午後 1時00分 

 

 

 

青木委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 
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 午前に引き続き、保健福祉部所管の民生費及び衛生費の質疑を行います。 

 質疑のある方は挙手願います。 

 永井委員。 

 

永井委員 

 では、午前中にほかの委員から質疑があって、理解したところはちょっと割愛いたします。 

 まず、路上喫煙対策事業ですけど、こちらは規制区域の拡大の検討について、市のほうで今後、どのように取り組

んでいくのかを伺いたいと思っております。 

 恐縮ですけれども、やはり野球の試合がある日は、昨日もあゆみ通で喫煙しながら帰っていかれるお客さんとかを

見かけましたので、市としても、規制区域の拡大というところをクリーンな北広島というところで考えていっていた

だければと思っておりますので、その辺についてのお考えをお示しください。 

 続きまして、医療的ケア児・者受入促進事業、予算書103ページ、附属資料10ページです。 

 こちら、看護師の確保のための事業費拡充の検討についてというところで、現在の看護師の現状だとか、あと受入

先の事業の実態、また、利用されている方たちの市内、市外の比率について伺います。 

 続きまして、医療型短期入所支援事業、予算書103ページ、附属資料10ページですね。 

 こちら、2024 年度の実績が新規でゼロ件という報告を受けていますけれども、今後、事業を継続していくに当た

って、どのような取組が必要と考えているのか、伺います。 

 続きまして、避難行動要支援者対策事業で、予算書95ページ、附属資料11ページです。 

 名簿作成及び名簿提供の進捗状況について伺います。 

 

青木委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 永井委員のご質問にお答え申し上げます。 

 路上喫煙対策についてでありますが、規制区域につきましては、現在のところ拡大の予定はないところであり、今

の路上喫煙規制区域の周知の徹底に努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 林課長。 

 

林福祉課長 

 それでは、私から、まず、医療的ケア児・者受入促進事業についてご答弁申し上げます。 

 医療的ケア児・者受入促進事業についてですが、本市におきましては事業所等との意見交換などで、人材確保に関

する実態把握を行っているところでありまして、医療的ケア等の多様な技術を持つ看護師人材の確保は厳しい状況に

あるものと認識をしております。 

 現在、補助金を利用している1事業所に関する医療的ケア児の受入れ状況についてでありますが、令和5年度実績

では利用者全体人数が延べ 986 人となっており、そのうち市内の医療的ケア児が延べ 581 人で 58％、市外の医療的

ケア児が延べ405人で42％となっている状況でございます。 

 次に、医療型短期入所支援事業についてでございますが、令和6年度の実績につきましては、現在のところ、申請

件数がゼロ件となっているところでございますが、本事業は医療的ケア児・者等の介護を行う家族の負担軽減のため
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に実施される医療型短期入所の整備及び充実等を図るために実施するものであり、今後、医療的ケア児・者の支援体

制を構築していく上では非常に重要な事業でありますことから、今後も市内の医療機関や医療的ケアに精通をしてお

ります関係機関等との協議を続けて、実施してまいりたいと考えているところでございます。 

 次に、避難行動要支援者対策事業についてでありますが、避難行動要支援者名簿の進捗状況につきましては、本年

2 月 28 日現在の名簿登録者数が 2,286 人となっております。そのうち関係機関への情報提供に同意が得られた登録

者数は1,205人となっているところでございます。 

 関係機関等への名簿の提供状況につきましては、個人情報を取り扱うこととなりますので、市と避難行動要支援者

支援に関わる個人情報の管理に関する協定を締結した団体等に名簿を提供することとしております。現在の協定締結

数は 49 件となっておりまして、内訳といたしましては厚別警察署、本市消防本部、一般社団法人北広島市社会福祉

協議会、市内3地区の民生委員児童委員協議会のほか、自治会、町内会が43件となっている状況でございます。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 では、路上喫煙対策につきましては、今後も今現在行っている禁止区域の市民、または市民の皆様はもう存じてい

ると思いますけれども、やはり市外から来られたお客さんたちにも知ってもらうための周知徹底の取組を進めていた

だきたいと申し上げておきます。 

 医療的ケア児・者受入促進事業なんですが、事業費を含めての今後の事業所の拡充などの検討はされているのか、

伺います。 

 避難行動要支援者のほうですけれども、それに関わることで、全国的にも自治体においての個別計画の策定がなか

なか進んでいないということが新聞報道でもありました。当市でも、その個別計画の策定を進めていく必要があると

思いますけれども、今後の取組の進め方について伺います。 

 

青木委員長 

 林課長。 

 

林福祉課長 

 永井委員の再質問にお答え申し上げます。 

 まず、医療的ケア児・者受入促進事業の再質問でございますが、申請件数の増加につきましては、医療的ケアのニ

ーズに対するサービス提供先の確保として、検討が必要なものと考えているところでございます。今後も引き続き、

市内事業所と意見交換等を行いながら、事業費の拡充なども含めまして、本事業の実施に関する課題等について整理

をしてまいりたいと考えております。 

 次に、避難行動要支援者対策事業の再質問でございますが、個別計画の策定につきましては、避難行動要支援者名

簿に登載されている方のうち、大雨による災害を想定しまして、千歳川、輪厚川ハザードマップの浸水想定区域内に

お住まいの方について、優先的に策定をすることとしております。 

 これまで、浸水想定区域内の自治会、町内会と市が協定を締結し、個人情報の提供に同意が得られている方で独居

高齢者など、ご本人やご家族だけで避難することが困難な可能性の高い方から優先的に取り組んでおり、これまで

40人の個別計画を策定したところでございます。 

 今後も浸水想定区域内の自治会、町内会との協定締結を進めるとともに、協定を締結した自治会、町内会にお住ま

いで、個人情報の提供に同意が得られている方について、個別計画の策定を進めてまいりたいと考えております。 
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 以上であります。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 何点かお聞きいたします。 

 まず、障がい支援計画策定事業です。予算書は101ページ、附属資料は9ページです。 

 障害者福祉計画、あと障害児童福祉計画など各関連法に基づいた計画を策定するためのアンケート調査ということ

で、予算計上 163 万 5 千円が計上されています。質問ですけども、このアンケート調査の実施方法について伺いま

す。 

 障がいは、年齢や障がいの種類、程度、等級など様々な種類、状況があるかと思いますが、必要な支援につながる

計画とするためには有効な回答を得ることが重要と考えます。障がいの程度によって回答のサポートなどを必要とす

る方もいると考えますが、アンケートの実施方法について伺います。 

 次に、生活保護費等支給事務、拡大分について伺います。予算書119ページ、附属資料は11ページです。 

 こちらの予算拡大分に関して、全て移行に伴う経費となるのか、内容について確認いたします。 

 次に、食育推進事業です。予算書は123ページ、附属資料は13ページです。 

 地域の食の実態把握及び計画進行管理のための食育推進懇談会の開催、また、各種食育事業などを実施するという

ことで、資料のほうには市民アンケートを行うともあります。質問ですけれども、予算増となっている部分について、

こちらの内容を説明願います。 

 次に、特定不妊治療（先進医療）助成事業についてです。予算書125ページ、附属資料は13ページです。 

 午前にも質問があった事業ですけれども、近年の助成実績については確認できましたので、私からは、本市におい

て不妊治療を受けられている市民の方の状況について、健康保険の適用になる前と比べて利用状況はどのような傾向

となっているのか伺います。 

 次に、乳幼児保健推進事業について質問します。予算書121ページ、附属資料は4ページです。 

 こちら、予算が減額となっているところについて説明願います。 

 次に、路上禁煙対策事業についてです。予算書125ページ、附属資料は13ページです。 

 予算増に関する取組内容ということで、広報の備品などの整備に充てられるのかなとは思いますけれども、一応確

認いたします。 

 最後に、こども家庭センター運営事業について伺います。予算書111ページ、附属資料は3ページです。 

 児童福祉法、虐待防止法に基づいた切れ目のない一体的継続的支援に向けて設置されるということで、予算は 704

万9千円が計上されています。 

 こちらの予算に関連する相談窓口等や統廃合、職員の担当の統合後の人員体制と事業内容について説明願います。 

 以上です。 

 

青木委員長 

 林課長。 

 

 

林福祉課長 

 鶴谷委員のご質問にお答え申し上げます。 
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 まず、障がい支援計画策定事業についてでありますが、本アンケート調査は、令和8年度に策定予定であります次

期障がい支援計画の基礎資料等を作成するために実施するものでありまして、福祉に関するアンケート調査と障がい

支援計画に向けた市民意識調査の二つのアンケート調査を実施する予定でございます。 

 福祉に関するアンケート調査につきましては、障がい当事者等の意見やニーズを把握するために実施するものであ

り、福祉サービス等を利用している、または各種手帳は所持しているが、サービスを利用していない障がい者等約千

人を対象に、障がい福祉サービスの利用状況や利用意向などに関する事項について実施する予定となっております。 

 また、障がい支援計画に向けた市民意識調査につきましては、障がい児・者に対する理解の醸成等を図ることなど

を目的とした設問を中心に、一般市民約700人を対象に実施する予定となっております。 

 次に、生活保護費等支給事務の拡大分についてでありますが、予算の内訳につきましては、生活保護システムを国

が進めておりますガバメントクラウドへ移行するための費用として、委託料638万5千円、そして移行後のサービス

利用料、こちら4か月分を見込んでおりますが、145万2千円を計上しているところでございます。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 ご質問にお答え申し上げます。 

 まず、食育推進事業の予算の増額についてでありますが、第3次食育推進計画の計画期間が令和8年度で終了する

ことから、令和7年度に次期計画策定のためのアンケート調査を予定しているところであり、アンケートに係る費用

を計上したことによる増額となっているところでございます。 

 続きまして、特定不妊治療の保険適用前後の状況についてでありますが、保険適用前の特定不妊治療助成制度利用

者は年間25人から35人程度でありましたが、保険適用となった後の治療状況については把握できないところであり

ます。 

 続きまして、乳幼児保健推進事業の予算の減額についてでありますが、管理栄養士の正職員化に伴い、会計年度任

用職員の管理栄養士の人件費について、減額となっているところであります。 

 続きまして、路上喫煙対策における予算の増額についてでありますが、これまでの周知啓発の取組に加えまして、

市役所周辺のエルフィンロード場に横断幕を設置するため、横断幕制作費用が増額となっております。エルフィンロ

ードを通行する方のみならず、道道栗山北広島線を車で走行する方にも周知できるよう、両面に設置する予定として

おります。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 野切参事。 

 

野切福祉総合相談室参事 

 それでは、私のほうから、こども家庭センターの運営事業についてお答え申し上げます。 

 子ども家庭センターの人員体制についてでありますけれども、まず、母子保健機能につきましては、現任体制上、

変更はございません。 

 児童福祉機能につきましては、統括支援員を配置するとともに、サポートプラン作成に関わる子ども家庭支援員 1

名を増員する予定でございます。事業内容につきましては、新たにサポートプランを作成することになりますが、支

援を必要とする世帯に対しまして、地域資源を有機的に組み合わせた支援プランを作成するものでございます。 
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 以上となります。 

 

青木委員長 

 鶴谷委員。 

 

鶴谷委員 

 再質問いたします。 

 障がい支援計画策定事業についてです。アンケートの実施内容について、理解いたしました。 

 これまでの過去のアンケートの回収率も4割程度あったかと認識していますが、やはり回答率を上げていくことが

より必要とする支援の仕組みづくりに向けて有効になるかと考えます。回答率、回収率アップに向けた取組としてど

のように考えていらっしゃるのか、伺います。 

 生活保護費等支給事務拡大分についてです。 

 1 回目の質問で発言が漏れたんですけども、システム移行する個人情報について、市として今把握している情報全

てが移行されるのか、個人情報の内容としてどのような情報が移行されるのか、説明をお願いいたします。 

 次に、食育推進事業です。計画づくりのためのアンケートということで再質問なんですけども、健康づくりのため

の食育事業というのは、これまでも健康推進課が各事業の中で実施していたことと認識しています。 

 この市庁舎内の1階の保健センターエリアには、実際に調理できる設備があったり、指導、相談に応じる部屋が、

環境が整っていますが、そちらを活用した食育に関する事業はどの程度実施しているのか、伺います。 

 また、昨年、大曲のほうに出来上がった、稼働している防災食育センター施設における食育に関する取組としては、

保健福祉部の担当として予定しているものはあるのか、伺います。 

 乳幼児保健推進事業についてです。管理栄養士について、会計年度職員さんが正規に配置されたということで、予

算に関すること、理解いたしました。 

 乳幼児の健やかな心身の成長、発達という観点で乳幼児健診に当たっていただいていると思うんですけども、この

健診の際に、現在、子どもノートというものが活用されていますよね、こちらの子どもノートの活用について、どの

ように健診に生かされているのか、子育てに、発育に有効なものとなっているのか、説明をお願いいたします。 

 こども家庭センター運営事業について再質問です。設置については、打合せの中で来年度中の設置ということで伺

っているんですけども、昨年の秋の決算委員会の個別質疑において、ヤングケアラー、ひきこもりに関する調査にお

いての当事者数の答弁がありました。 

 岩見沢市のこども家庭センターでは、ヤングケアラーコーディネーターというのが配置されていて、対象となるお

子さんや若い世代、若者の方のお話を聞いて、できることを一緒に考えていくというスタンスで、切れ目ない支援に

つなげている実践があります。 

 本市のヤングケアラーの支援に向けて、このこども家庭センターの機能を中心にした連携や体制づくりについて、

見解を伺います。 

 また、ヤングケアラー、ひきこもりに関する調査から実態把握ができたことからも、本市のこども家庭センターの

運営において対応を検討していっていただきたいと考えますが、見解を併せて伺います。 

 

青木委員長 

 林課長。 

 

 

林福祉課長 

 鶴谷委員の再質問にお答え申し上げます。 
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 まず、障がい支援計画策定事業についての再質問でございますが、アンケート調査の回収率でございますが、アン

ケートは、先ほど申し上げましたとおり、福祉に関するアンケート調査と、障がい支援計画に向けた市民意識調査と

いうことで、2 種類のアンケートをこれまでも実施しておりまして、計画が 3 年ごとに見直しということで、直近の

アンケート調査の結果では、令和5年度に実施した回収率で申し上げますと、福祉に関するアンケート調査が45.9％、

障がい支援計画に向けた市民意識調査が37.4％となっております。 

 令和7年度に実施するアンケートにおきましては、これまでと同様に一定以上の回収率となるための取組について、

例えばオンラインでの回答ですとか、回答期限の延長ですとか、再度のご案内、そういったものを、回収状況を見な

がら検討してまいりたいと考えております。 

 次に、生活保護費等支給事務の拡大分の再質問でございますが、システム移行する個人情報についてでございます。

ガバメントクラウドに移行する生活保護システムには、生活保護受給世帯等に係る氏名や住所、生年月日などの世帯

構成のほか、ケースワーカーの訪問調査記録、給与や年金などの収入状況、利用している医療介護機関等の情報が保

存されており、これらの情報を移行する予定でございます。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 鶴谷委員の再質問にお答え申し上げます。 

 保健センターの調理室の活用についてでありますが、調理室では主に乳児健診における離乳食の見本の調理を行っ

ており、その見本を乳児健診の会場に持参して、保護者が食材の硬さや切り方などの形態を確認したり、直接硬さを

触ってもらうなどの体験をしていただいているところであります。 

 続きまして、防災食育センターの食育事業についてでありますが、現在のところ、健康推進課の栄養士が防災食育

センターに出向いて行う事業はないところでありますが、健康推進課や防災食育センターに配置されている栄養士を

含む庁内各部署の栄養士による情報交換を実施しているところであります。 

 続きまして、子どもノートの活用についてでありますが、子どもノートにつきましては、子どもが生まれてから 3

歳までの体や脳の成長発達、生活リズム、栄養などについて共通する部分を月齢ごとにまとめた冊子であります。 

 本市では、令和4年度から子どもが生まれた保護者に子どもノートを配布し、乳幼児健診や2か月児相談等の母子

保健事業の中で、子どもノート使って、保護者と一緒に子どもの成長発達を確認したり、子どもの成長を見通した育

児について保健指導を行っているところであります。 

 以上でございます。 

 

青木委員長  

 野切参事。 

 

野切福祉総合相談室参事 

 私のほうから、子ども家庭センター運営事業の再質問にお答え申し上げます。 

 ヤングケアラーへの切れ目のない支援、連携体制づくりについてでございますが、現在も総合相談として様々な相

談を受けまして、世帯全体の状況を把握している中で、ヤングケアラーの条件に該当する日常的な家族の世話や家事

などを担うケースがあることを把握しております。 

 ヤングケアラーと思われるケースを把握した場合につきましては、予防的な視点も踏まえまして、障がい福祉サー

ビスやひとり親家庭などのサービスの活用などを検討、提案し、必要に応じて事業所との連携経営も行うなど、個別
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に支援を行っているところでございます。 

 今後におきましても、子ども家庭センターの機能を踏まえまして、切れ目のない継続的、包括的な支援を行ってま

いりたいと思っているところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは毎年聞いていますけど、5点ほど確認の意味も含めて質問いたします。 

 まず、生活困窮者自立支援事業、予算書95ページ。 

 きたひろチャレンジ学習塾の令和6年度の卒業人数、それからこの事業の効果、それからまた新年度の新入生は何

人を見込んでいるのか、お聞きします。 

 次に、乳幼児保健推進事業です。この中で、新生児の聴覚検査の補助事業の令和6年度の実績と令和7年度の見込

みはどの程度を見込んでいるのか、お答えください。 

 次に、予防接種推進事業で予算書123ページ。 

 これは毎年聞いていますが、男性の年齢を区切った風疹対策、これが令和6年度の実績はどうだったのか。この事

業は令和6年度で終了になりますけども、この予防接種を受けなかった方に対して、何かしらのフォローなりをする

のかどうか、その考え方をお聞きします。 

 次に、ピロリ菌対策事業、予算書125ページ。 

 ピロリ菌の令和6年度の検診率と陽性者数、それから令和7年度の検診者数の目標はどの程度なのか、お聞きしま

す。 

 最後に、がん検診推進事業、予算書123ページ。 

 土曜、日曜日における市内でのがん検診の令和6年度の実績、それから令和7年度の見込みはどのように立ててい

るのか、お答えください。 

 

青木委員長 

 林課長。 

 

林福祉課長 

 藤田委員のご質問にお答え申し上げます。 

 生活困窮者自立支援事業についてでありますが、学習支援事業における今年度の卒業生は7人となっております。

効果につきましては、生徒や保護者の方からは、成績が上がった、勉強する習慣が身についたなどの声をいただいて

おります。 

 また、令和 7 年度の新入生の人数につきましては、例年の申込み状況から 10 人程度を見込んでいるところでござ

います。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 影久課長。 
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影久健康推進課長 

 藤田委員のご質問にお答え申し上げます。 

 まず、令和6年度の新生児聴覚検査につきましては、令和7年1月末時点で166人、対象者に対し、99.8％の補助

を行ったところであります。令和7年度につきましては230人の実施を見込んでいるところであります。 

 続きまして、成人男性の風疹対策についてでありますが、令和6年度の1月末時点における実績につきましては、

抗体検査が40人、抗体がない方に対する予防接種が4人となっているところであります。 

 抗体検査につきましては、事業がスタートした令和元年度から累計で1,729人となり、本市の対象者約6,800人に

対しまして、検査率が約25％となったところであります。 

 なお、本事業につきましては、令和元年度から3か年の計画でスタートし、その後さらに3年間延長されておりま

したが、令和6年度末をもって事業が終了となります。事業が終了となった後のフォローにつきましては、特に予定

をしていないところでございます。 

 続きまして、令和6年度のピロリ菌対策事業についてでありますが、一次検診においては、対象となる生徒548人

のうち344人、63％が検診を行い、そのうち一次検査で陽性となった方は12人の3.5％となっております。 

 令和7年度は受診率の向上に向け、検査の説明及び同意書を各家庭に郵送する手法を継続するほか、市内中学校と

も連携の上、保護者に対して周知を図ってまいりたいと考えております。 

 続きまして、土日のがん検診についてでありますが、令和6年度は大曲会館、広葉交流センター、団地住民センタ

ー、保健センターの 4か所で土日の子宮がんの集団検診を実施し、4日間で 146名が受診され、前年度は 111名の受

診でありましたので、受診数の増加につながっております。 

 また、令和 6 年度における日曜日の乳がん検診につきましては、10 月に実施し、11 名が受診されたところであり

ます。 

 令和7年度の見込みについてでありますが、前年度と同様に土日の健診を実施するとともに、新たに近隣で土日に

子宮がん検診を実施できる医療機関と契約する予定をしており、令和6年度の受診率を上回ることができるよう、引

き続き取組を進めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 じゃあ、再質問、2点いたします。 

 チャレンジ学習塾ですけども、新入生の見込みが 10 人ということで、今現在、この学習塾に入りたい生徒は全部

受け入れているのかどうか。それから、今まで駅前の1か所で、市内から通ってきてもらっていましたけども、今後

とも駅前の1か所の今の運営体制でいく考えなのか、確認の意味でお聞きします。 

 それから、ピロリ菌について、令和 6 年度が 63％ということで、もう少しこれを何とか上げられないものかと思

っております。これはちょっと保護者の同意というのが前提になっていますから、強制的に受けさせるわけにいかな

いんですけど、この検診率アップについて、担当課として何か手だてなどを検討しているのかどうか、あればお答え

ください。 

 

 

青木委員長 

 林課長。 
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林福祉課長 

 藤田委員の再質問にお答え申し上げます。 

 学習支援事業の受入れについてでございますが、基本的には申込みをされた場合に受入れするような形で考えてお

りますけども、その世帯の状況などを確認しながら、困窮の状況ですとか、そういったものを判断しながら受入れを

しているところでございます。 

 また、場所につきましては、現在のところ実施しているエルフィンビルの中での実施ということで、基本的には変

更のないままというふうに考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 令和7年度のピロリ菌検査の受診率向上に向けましては、検査の同意及び説明を各家庭に個別で郵送して、各家庭

にお届けし、保護者に対して周知を図ってまいりたいと考えております。 

 また、市内中学校とも連携してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 以上で通告による質疑を終わります。 

 ほかに質疑はございませんか。 

 小田島委員。 

 

小田島委員 

 私から、関連して、帯状疱疹ワクチンの関係でお聞きをしたいというふうに思います。 

 この関係は、私も令和4年第2回定例会で、ワクチンの接種についての制度化を求めてきましたけども、そのとき

は、厚生労働省のほうで専門部会を開いているので、国の動向を注視というような回答を得たと思いますが、このた

び、国が制度化されたということは非常に喜ばしいことだと思います。 

 それで、3 月 4 日の民生常任委員会の資料に基づきながら、何点かご質問させていただきたいと思うんですけども、

対象者の関係で①から③までありました。このワクチンというのは、50 歳以上から出現率が多くなってきて、80 歳

までの間に3人に1人は罹患するだろうと言われているところなんですね。 

 神経系の疾病なものですから、非常に後遺症も多くなってくるということがございまして、ここで対象者を 65 歳

以上となってきていますけども、専門部会で議論になったときの経過として、経過措置というのが新聞報道でも当時

言われていました。25年から29年までの5年間は、最初の5年間は65歳以上も対象に加えるというふうな、ああい

う書き方もありましたけども、今回、それの対応については、どのような経過の中で、こういうふうになってきたの

かということをお聞きしたいなと思います。 

 私は、制度ができたのであれば、広く公平に享受できるということが大原則なんだろうなと。やっぱりスタートア

ップ時は、スタートの 65 歳以上の部分を何とか拾っていく、そういった施策もまた必要だろうというふうに思いま

すので、そこの見解をお伺いしたいと思います。 

 それから、接種回数の関係でございますけども、生ワクチンは1回、それから組み換えワクチンは2回ということ

で、自己負担額で見てみますと、生ワクチンは1回4,200円、そして組み換えワクチンは1回1万800円で、接種回
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数は2回必要だよという組み換えワクチンがこんな形で自己負担額1回1万800円、これで1回だけなのかと。 

 今、道内で 67 自治体がこの制度を使っていますけども、2 回目の組み換えワクチンは、大半のところが 2 回助成

しているということの状況も鑑みたときに、北広島市はこれでいいのかどうかということだと思いますので、その部

分をお聞きしたいと思います。 

 それから、前後しますけども、対象者の中で、例えばコロナワクチンのときに、既往合併症とか既往症がある場合

については対象にしていた、拡大をしていたという経過があったときに、例えばこの帯状疱疹に過去になったことが

ある方、これはまた再発というのがあると思います。私自身ももう3回やっていますので、苦痛の時間が非常に苦痛

なんですね。そういう部分でいくと、やはり既往症のある方、罹患した経験のある方はまず最初に拾うべきだと思っ

ていますので、その見解も含めてお伺いをしたいというふうに思います。 

 それから、自己負担額の 4,200 円、1 万 800 円がありますけども、助成率、全額負担するとなれば、幾らの分が

4,200円なり1万800円になるのか、分母のところをお聞かせいただきたいと思います。 

 以上です。よろしくお願いします。 

 

青木委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 小田島委員のご質問にお答え申し上げます。 

 帯状疱疹ワクチン助成につきましては、今回、国においてB類疾病として定期接種化されたことによって、本市に

おいても実施することとしておりますが、今回、決定された定期接種に該当しない方への助成につきましては、小田

島委員がおっしゃるとおり、対象年齢ですとか、接種回数などについて様々なご意見、ご要望があると考えておりま

す。 

 これら、市の独自の取組につきましては、今後の国の動向やほかの施策事業との兼ね合いも考えながら、総合的に

必要性について検討してまいりたいと考えております。 

 続きまして、帯状疱疹の罹患歴のある方、この方につきましては今回の定期接種の対象となります。 

 続きまして、組み換えワクチンは 2 回接種が必要なんですが、2 回とも 1 万 800 円で接種することができます。2

回接種することができます。 

 最後に、ワクチンの費用についてでございますが、ワクチン代と手技料を合計したもので、生ワクチンにつきまし

ては8,500円、組み換えワクチンが2万1,700円で、その2分の1を自己負担していただくということにしておりま

す。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 以上で、保健福祉部所管の民生費及び衛生費の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 

 

休 憩  午後1時40分 

再 開  午後1時40分 
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青木委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 次に、保健福祉部所管の国民健康保険事業特別会計及び後期高齢者医療特別会計の質疑を行います。 

 質疑のある方は挙手願います。 

 永井委員。 

 

永井委員 

 国保について、予算書附属資料は特に指定しておりませんが、前年度比の予算比から 2015 年度の予算額が減額さ

れているんですけれども、この予算比から考えられる今後の財政確保の取組について、まず伺います。 

 

青木委員長 

 三澤保険年金課長。 

 

三澤保険年金課長 

 永井委員の質問にお答え申し上げます。 

 国民健康保険事業の予算額についてでありますが、昨年度から約 3億 500万円、全体で 4.6％減少しているところ

でございます。 

 主な理由につきましては、被保険者の減少に伴い、歳出では保険給付費及び納付金が減少したこと、また、歳入で

は国民健康保険税及び道支出金が減少したことによる減少となっております。 

 財政確保に向けた今後の取組ということでありますけれども、保険税の収納率の向上対策としまして、納税相談や

口座振替の利用勧奨及び医療費適正化事業としまして、重症化予防のほか、保健指導やジェネリック医薬品の利用勧

奨などを行ってまいりたいと考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 被保険者数の推移と合わせてというところだと思うんですけれども、今、ジェネリック医薬品の推奨とかとお答え

いただいたんですが、これに併せましてジェネリック医薬品の使用状況がどうなっているのかというところをお示し

いただきたいのと、今後の納付金の見込みはどのように考えていらっしゃるのか、伺います。 

 

青木委員長 

 三澤課長。 

 

三澤保険年金課長 

 永井委員の再質問にお答え申し上げます。 

 ジェネリック医薬品に係る使用割合についてでありますが、現在把握しております令和6年9月末現在で、83.8％

となっております。 

 国保事業費納付金についてでありますが、令和 6年度につきましても、1人当たりの納付金が約 4,500円と増加し

たところであり、今後につきましても、被保険者の高齢化、医療費の高度化により厳しい状況は続くものと考えてお
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ります。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 永井委員。 

 

永井委員 

 今後も財政的なところで厳しいというお答えだったんですけれども、そのような中で次年度の国保税については、

基金の取崩しなどで据え置くということが民生のほうでも示されましたので、それにつきましては私どものほうも大

変努力を認めたいと思っております。 

 それで、今後その都道府県の一体化に向けて、こちら財源の確保のほうも厳しくなっていく状況が続くのではない

かと思いますけれども、やっぱりなるべく市民負担の影響がないように、市民負担は最小限にとどめるような努力が

市としては必要だと思いますけれども、その取組について伺います。 

 

青木委員長 

 三澤課長。 

 

三澤保険年金課長 

 質問にお答え申し上げます。 

 道内の保険料率の統一に向けた取組についてでありますが、平成 30 年度の国保の都道府県化に伴いまして、北海

道が統一保険料を目指していますことから、北海道国民健康保険運営方針に基づき実施してまいりたいと考えており

ますとともに、現在行っております各種事業につきまして、丁寧に継続し、取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、2点、お聞きいたします。 

 まず、特定健診、それから特定保健指導。予算書は21ページ。 

 特定健診の令和 6 年度の受診実績と受診勧奨、今後の受診勧奨の PR の取組について、どのようになっているのか

説明願います。 

 それから、次の質問はページ数はなしで、マイナンバーカードを健康保険証として使うことになりましたけども、

まず、現在の市内における医療機関、それから薬局等でこのマイナンバーカード対応の機器が全部きちっと整えられ

ているのかどうか、それから市でつかんでいるマイナンバーカードを保険証として使っている利用状況は今、どのよ

うになっているのか、この2点をお答えください。 

 

青木委員長 

 影久課長。 

 

影久健康推進課長 
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 藤田委員のご質問にお答え申し上げます。 

 特定健診の受診率につきましては、令和 3年度が 37.0％、令和 4年度が 38.3％、令和 5年度が 38.7％と増加傾向

にありましたが、令和6年度1月末時点では30.0％と、前年度同時期と比較して1.2％低下しているところでありま

す。 

 令和 6 年度の受診勧奨の特徴的な取組としましては、令和 5 年度に集団検診と送迎バス検診を受診した方に対し

て、申込期間直前に勧奨はがきの送付を行ったほか、過去に連続して受診していたにもかかわらず、令和5年度に未

受診となった方に対して、電話により受診勧奨を行いました。 

 また、障がい者施設と連携して、通所者等の健康診断データを提供していただく取組も開始しているところであり

ます。 

 令和7年度の受診勧奨につきましては、令和6年度の取組の分析と効果検証を行い、より効果的な対策を進めてま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 三澤課長。 

 

三澤保険年金課長 

 藤田委員の質問にお答え申し上げます。 

 医療機関のマイナンバーカード読み取り機の設置状況についてでありますが、設置義務があります約8か所の調剤、

医科、歯科、医療機関につきましては、全て設置されている状況となっております。 

 続きまして、マイナンバーカードの保険証ですね。医療機関での使用状況についてでありますが、マイナンバーカ

ードが健康保険証として使われることになりました去年 12 月から、直近で把握しております 1 月までの 2か月間、

国民健康保険被保険者における診療件数につきましては、4 万 6,598 件であり、マイナ保険証の使用件数につきまし

ては、1万2,885件となっており、全体の27.65％となっております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 再質問します。 

 特定健診のほうですけども、令和6年1月現在で前年を下回っているということで、なかなか受診勧奨というのは

難しいんだろうなと思っています。ただ、市として、新たに導入した勧奨はがきに AI を使って、個人に受診しても

らおうという、いろんな工夫をしたと思うんですけども、この AI を利用しての効果はどうだったのか、今後ともこ

れを続けていこうと思っているのか、お答えください。 

 それから、マイナンバーカードですけど、これはまだ 12 月から切り替わったばかりということで、今後、市とし

てこのマイナンバーカードの保険証としての利用は、どのように利用促進を促していくのか。 

 それともう1点、今まで医療機関へ行ったときに、大体の方がいわゆるお薬手帳というのを薬局に持っていくケー

スが多いと思うんですけれども、マイナンバーカードを使うことによって、いわゆるお薬手帳というのは必要なくな

るのかどうか、ここをちょっとご説明願います。 

 

青木委員長 
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 影久課長。 

 

影久健康推進課長 

 藤田委員の再質問にお答え申し上げます。 

 特定健診受診率向上ための AI を使った対象者の特性に応じた受診勧奨の効果についてでありますが、通知する中

で大体 70％ぐらいのリピート率はあるかとは思うんですが、導入してから何年か経過しまして、その効果は少しず

つ薄れてきているところはありますので、またその結果を分析しながら、新たな方法にも取り組んでまいりたいと考

えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 三澤課長。 

 

三澤保険年金課長 

 再質問にお答え申し上げます。 

 マイナンバーカードの利用促進に係る内容ということでありましたが、毎年更新する資格確認書に、マイナ保険証

に関するパンフレットを同封することで、制度周知をしてまいりたいと考えております。 

 続きまして、お薬手帳がなくなるのかということでありますけれども、マイナ保険証に切り替わりまして、お薬手

帳の役割も果たすというような制度となっておりますが、データが反映しますのに 1か月、2か月かかると聞いてお

りますので、今現在ではすぐお薬手帳の廃止については、現実的ではないというふうに聞いております。 

 以上であります。 

 

青木委員長 

 以上で通告による質疑を終わります。 

 ほかに質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 以上で、保健福祉部所管の国民健康保険事業特別会計及び後期高齢者医療特別会計の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 

 

休 憩  午後1時51分 

再 開  午後1時51分 

 

青木委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 次に、保健福祉部所管の介護保険特別会計の質疑を行います。 

 質疑のある方は挙手願います。 

 佐々木委員。 

 

佐々木委員 

 私からは、2点、お伺いいたします。 
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 まず、介護保険制度改革事業について、予算書は介護の77ページ、附属資料は7ページです。 

 地域ケア会議についてお伺いいたします。地域個別ケア会議で支援に困難があるケースの検討が行われ、その過程

で地域課題や地域資源のありようが見えてくると思うんですが、開催は何回程度、定期開催なのか、都度なのかとか、

そういったことをお伺いしたいです。 

 もう一つ、個別ケアの中では、どこが担当するか明確でない支援について、ケアマネジャーが対応する現状がある

というふうに認識しております。地域ケア会議を通じて、そうした支援を地域資源の利用につなげることが必要と考

えますが、見解をお伺いします。 

 もう一つ、きたひろ健康ポイント事業についてお伺いします。予算書は介護の 75 ページ、附属資料は 6 ページに

なります。 

 2023 年度の決算審査のときには、執行率が 38.3％ということだったんですが、こちらの予算額が増えたのはなぜ

なのか、お伺いいたします。 

 もう一つ、ボランティア団体のリストが公開されています。様々な団体が地域で活動していることが分かりますが、

連絡先が載っていない団体もございます。活動に興味を持った人がいる場合には市がつないでいるのか、確認いたし

ます。 

 

青木委員長 

 野切参事。 

 

野切福祉総合相談室参事 

 佐々木委員のご質問にお答え申し上げます。 

 介護保険制度改革事業の地域個別ケア会議の開催回数についてでございますけれども、支援が困難である事案の発

生ごととなってございまして、随時開催しているところでございます。 

 続きまして、どこが担当するか不明確な支援についてでございますけれども、ケアマネジャーのほかに、総合相談

を担っております市内4か所の高齢者支援センターや福祉総合相談室が窓口となりまして、調整するよう努めている

ところでございます。 

 ケアマネジャーが利用者支援に難しさを感じる場合には、高齢者支援センターが地域のケアマネジャーに対する相

談や訪問に同行するなど支援を担っているところでございます。 

 今後につきましても、高齢者の医療ニーズの高まりですとか、独居高齢者、認知症の方などへの支援の増加、世帯

の抱える課題の複雑化、複合化に対応できるように、社会資源への働きかけを含めて、インフォーマルな資源を活用

するなど、地域ケア会議を通してケアマネジャーをはじめ、他の専門職や関係者と連携しながら、地域における課題

を解決するための方策を検討してまいりたいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 きたひろ健康ポイント事業についてお答えいたします。 

 初めに、予算額が増えた要因についてでございますが、ポイント交換申請の初年度でありました令和5年度の予算

額は3,726万8千円でありましたが、執行率が38.3％であったことを踏まえまして、令和6年度、今年度の予算では

特にポイント交換に係る奨励金の報償費を大幅に減額しまして、前年度から1,304万7千円減の2,422万1千円とし

たところでございます。新年度におきましては、事業参加者の増加を見込み、ポイント交換に係る奨励金の報償費を
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増額しております。 

 また、当期間における温泉行きバスの運行につきましては、現在市民バスを活用しておりますが、市の行事やバス

の故障時等には民間バスによる運行予定をしており、運行委託費用を本事業において引き続き予算計上しております。 

 この委託費用について、最近の状況を踏まえまして増額を見込んだことにより、委託料を増額しております。その

結果、全体として今年度から151万9千円増の2,574万円を予算計上しているところでございます。 

 続きまして、ボランティア団体のリストの件についてでございますが、ポイント事業の登録団体一覧につきまして

は、市ホームページで公開をしているほか、当課の窓口等で配布をしているところでございます。掲載内容につきま

しては、団体名、活動内容、活動日時、活動場所、担当者連絡先としており、担当者及び連絡先につきましては、団

体が希望しない場合には掲載をしていないところでございます。 

 なお、活動に興味を持たれた市民の方から、担当者及び連絡先が掲載されていない団体への問合せがあった場合に

は、市から登録団体の担当者へ連絡をし、取り次ぐなどの対応を行っているところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 佐々木委員。 

 

佐々木委員 

 地域ケア会議の状況については分かりました。引き続き、連携のほうを期待してまいります。 

 きたひろ健康ポイント事業については再質問します。 

 ボランティアポイントの対象年齢についてです。19歳以上となっているのはなぜなのか、確認いたします。 

 

青木委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 介護施設等でのボランティアに対するポイントの付与につきましては、平成26年10月、介護支援ボランティア事

業において開始をしたところでございますが、当時はボランティアの対象年齢を 65 歳以上としていたところでござ

います。 

 令和4年4月からきたひろ健康ポイント事業に移行しましたが、その際、対象年齢について再検討したところであ

りまして、他自治体におきまして、当時の成年の年齢である 20歳以上ですとか、介護保険第 2号被保険者である 40

歳以上及び65歳以上という事例が多かったところでございますが、本市におきましては高校卒業後の19歳以上とし

たところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 佐々木委員。 

 

佐々木委員 

 検討の流れについてはよく分かりました。 

 でも、大学生の皆さんもボランティア活動をいろいろされていると思うんですけども、人数のほうも減ってきてい

ますし、なかなかアルバイトとか、そういったものの兼ね合いもあって、そういったものに参加を熱心にされるとい
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う方も少し減ってきているかなというふうに感じるところなんです。 

 この事業だけではないんですけれども、学齢期から、地域の人のために何かしたいなという気持ちを、ボランティ

ア活動への関心を育てるきっかけになればと考えるんですけども、見解があればお伺いしたいと思います。 

 

青木委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 中学生とか高校生、将来を担う若い世代の方がボランティア活動を通じまして、介護の現場を知っていただいて、

介護分野に興味を持っていただくということは、大変重要なことだと考えているところでございます。 

 きたひろ健康ポイント事業は開始から3年が経過しますので、今後、より多くの市民の方に参加していただけるよ

うに、まずは事業効果の検証を行いまして、今後の事業の在り方等、いろいろ調査研究してまいりたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 人見委員。 

 

人見委員 

 私からは、3点、質問いたします。 

 まず第1点が、第1号生活支援事業、予算書、介護の75ページで、附属資料6ページです。 

 新年度の予算が前年より大幅に増えている理由、これが何なのか、お尋ねします。 

 2点目、きたひろ健康ポイント事業、介護の75ページと附属資料6ページです。 

 健康手帳の申請数は増えているのか、その推移についてお尋ねします。 

 3点目、補聴器利用促進事業、介護の79ページに附属資料7ページです。 

 昨年度、新規事業として導入され、補正予算を組むほど市民にとって好評な制度でありますが、新年度の予算が昨

年と変わらない理由は何なのか、この点についてお尋ねします。 

 

青木委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 初めに第1号生活支援事業についてでございますが、こちらは配食サービス事業になりますが、新年度予算が今年

度より増額となっている理由につきましては、米や油を中心とした各種原材料費の高騰や、人件費の上昇などにより、

配食1食当たりの単価の増額を見込んだことによることが主な要因となっているところでございます。 

 続きまして、きたひろ健康ポイント事業についてでございますが、ポイントの交換申請につきましては4月から翌

年3月までの活動に基づき、貯めたポイントを次年度に申請していただくこととしております。令和4年度に活動し

た結果として、ポイント交換申請を行った方は 2,264 人、令和 5 年度では 2,536 人となっているところでございま

す。 
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 続きまして、補聴器利用促進事業についてでございますが、今年度につきましては事業初年度ということもありま

して、想定を上回る申請があったところでございますが、新年度予算につきましては第9期介護保険事業計画の計画

値に基づき、今年度の当初予算と同額で予算計上をしたところでございます。 

 なお、新年度におきましても、申請状況を注視しまして、必要な場合には補正予算等の措置について検討してまい

りたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 人見委員。 

 

人見委員 

 では、再質問いたします。 

 第1号生活支援事業についてですけど、お弁当の配達、配食を通じて利用者の異変に気づき対応したようなケース

があったのか、あったならば、どのぐらいあったのかお尋ねします。 

 2 点目のきたひろ健康ポイント事業ですけども、このポイントの中でも、特に定期検診の受診というのは非常にポ

イントが高いと思っております。この定期健診の受診に結びついているのかどうか、この辺りについてお尋ねします。 

 3 点目の補聴器のことですけども、制度を利用するに当たって若干複雑な制度であると思うんですけども、市民の

方から分からないとか、そういう問合せとかがあったのかどうか、この辺りについてお尋ねします。 

 

青木委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 初めに、配食サービス事業における利用者の安否確認等についてでございますが、配食事業所におきましては、市

との委託契約で業務仕様書に定めている安否確認フローチャートに従いまして、安否確認を実施していただいている

ところでございます。 

 具体的には、配達員が利用者宅にお弁当を配達し、不在の場合には事業者の責任者に報告をいたします。その後、

事業者が再配達を行い、安否確認ができない場合は、高齢者支援課に報告、引継ぎを行うこととなっております。 

 なお、高齢者支援課への報告、引継ぎが行われるケースにつきましては、年間数件程度となっているところでござ

います。 

 次に、きたひろ健康ポイント事業における検診ポイントの実績につきましては、令和4年度において健診を受診し、

健診ポイントの交換申請を行った方は 996人、交換ポイント数は 6,576ポイント、令和 5年度では 1,126人、7,437

ポイントとなっているところでございます。交換申請数及びポイント数はともに増加しておりまして、本事業が検診

受診のきっかけに一定程度の効果があったものと捉えているところでございます。 

 続きまして、補聴器利用促進事業についてでございますが、市民の方からの問合せの状況につきましては、対象要

件や補助金額、申請方法などに関し、多くの問合せをいただいているところでございます。実際に申請を検討されて

いる方には、申請手続に関する詳細な資料を提供しまして、丁寧に説明を行っているところでございまして、その結

果、これまで申請に関するトラブルは発生していない状況でございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 
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 人見委員。 

 

人見委員 

 では、きたひろ健康ポイント事業について、今、定期検診にも結びついているというお話でしたけども、この前の

一般質問の中でも、検診の案内のときにきたひろ健康ポイントのチラシを同封するというような話がありましたが、

そうであれば、今度は受診券を送付する際にも、やはりタイムラグがあると思いますので、このチラシをまた入れる

ことが有効じゃないかと思いますけど、その辺についてどのようにお考えなのか、お尋ねします。 

 補聴器のことについてです。補聴器の令和6年度の下半期の申請状況についてお尋ねします。 

 

青木委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 初めに、きたひろ健康ポイント事業についてでございますが、新年度におきましては特定健診の受診案内に本事業

のPRチラシを同封する予定としているところでございます。 

 多くの方々に参加していただけるよう、効果的な手法についていろいろと検討してまいりたいと考えているところ

でございます。 

 続きまして、補聴器利用促進事業についてでございますが、申請状況につきましては、今年度当初に計上しました

予算におきまして、昨年9月26日までに100件の申請があり、予算上限に達したところでございます。 

 その後、令和6年第3回定例会におきまして、補正予算が成立したことを受けまして、申請の受付を再開し、さら

に53件の申請があったところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 山本委員。 

 

山本委員 

 私からは、地域リハビリテーション活動支援事業、介護の75ページ、附属資料の6ページです。 

 この附属資料を見ますと、高齢者の通いの場に専門職を派遣して、地域でリハビリテーションの活動を支援してい

くというような内容になっています。 

 この「通いの場」というのがどういう場なのか、また、どれぐらいの専門職が派遣されているのか、派遣されてい

る専門職の方の報酬単価等があれば、教えていただきたいと思います。 

 また、令和5年度と令和6年度の派遣の実績について、教えていただければと思います。 

 

青木委員長 

 野切参事。 

 

野切福祉総合相談室参事 

 山本委員のご質問にお答え申し上げます。 

 地域リハビリテーション活動支援事業のこれまでの実績についてでございますが、専門職を派遣いたしました「通
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いの場」につきましては、運動サークルですとか、地域包括支援センターから紹介を受けた地域交流の場及びカフェ

並びに老人クラブ等となってございます。 

 また、リハビリ専門職の派遣数につきましては、1回当たり 2人の派遣を原則としておりまして、病院や事業所な

どに勤務する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士の協力を得まして、令和5年度は16回実施のうち、延べ32人を

派遣しまして、令和6年度は18回実施のうち延べ35人の派遣を見込んでいるところでございます。 

 報酬単価につきましては、1回に当たり1人5千円となってございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 山本委員。 

 

山本委員 

 分かりました。 

 この報酬単価は5千円という状況ですけれども、この予算額を見ますと、35万4千円ぐらいですか、そうすると、

大体全部が全部、報酬単価なのかどうかは分からないんですけども、かなり派遣数はできると思うので、この実績か

らすると、もうちょっと多く派遣できるのではないかと思いますけども、その原因をどう見ているのかなというのが

あると思うんですけども、私がいろいろこういう「通いの場」らしいところを見てみると、なかなかリハビリの専門

職が派遣されているところというのは少ないような気がするんですよね。 

 今聞いた、いろんな老人会ですとかカフェとか、そういうところにもっとこの事業を知っていただいて、専門職を

派遣していくという取組を進めていったらいいと思うんですよね。いろいろ軽い運動とか、そういうのをやっている

ところはすごく多いと思うんですけども、今聞きましたら、言語ですとか、理学、作業の療法士の方が来て、いろい

ろ専門的な立場から指導していただくというのは、すごく介護予防にとっても意義があると思いますので、そこら辺

の周知も含めて取組を進めていくことについてどう考えているのか、見解を伺います。 

 

青木委員長 

 野切参事。 

 

野切福祉総合相談室参事 

 再質問にお答え申し上げます。 

 地域リハビリテーション活動支援事業につきましては、コロナ禍の中で一時停滞した時期がございますが、今後に

つきましては、市内にある健康づくりや介護予防を目的とした活動を行っている団体、サークルなどへチラシを配布

するなどで、周知拡大に努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 ほかにございませんか。 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 それでは、1点だけ質問いたします。 

 きたひろ健康ポイント、予算書77ページで先ほども質問がありましたので、重複しない中身で質問します。 

 ふれあい温泉の令和 6 年度の利用状況、いわゆる施設別でどうだったのか、それから、65 歳の到達者は令和 6 年
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度で何人を見込んでいるのか、お答えください。 

 

青木委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 きたひろ健康ポイント事業についてでございますが、令和5年度に温泉施設を利用し、令和6年度にポイント交換

申請を行った方の温泉施設ごとの利用延べ人数につきましては、竹山高原温泉が5,063人で、前年度と比較し233人

の減少、クラッセホテル楓楓は1万2,954人で573人の増加、森のゆは2,808人で278人の減少、令和5年3月開業

のtower eleven onsen & saunaは8人となっておりまして、合計2万833人で前年度より70人の増加となっている

ところでございます。 

 次に、今年度 65歳に到達した方の人数につきましては、本年 2 月末現在で 708人となっているところでございま

す。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 藤田委員。 

 

藤田委員 

 じゃあ、再質問、1点だけ。 

 この 65 歳に到達する人数といいますか、これは今後増えていく予定なのか、どのようになっているのか、そこだ

けちょっとお聞きして終わります。 

 

青木委員長 

 工藤課長。 

 

工藤高齢者支援課長 

 お答えいたします。 

 現在の年齢階層から見ますと、ここ数年につきましては横ばいという形で見込んでいるところでございます。 

 以上でございます。 

 

青木委員長 

 以上で通告による質疑を終わります。 

 ほかに質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶものあり） 

 

 

青木委員長 

 以上で、保健福祉部所管の介護保険特別会計の質疑を終了いたします。 

 暫時休憩いたします。 
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休 憩  午後2時15分 

再 開  午後2時15分 

 

青木委員長 

 休憩を解き、再開いたします。 

 以上をもちまして、本日の予定の審査は終了いたしました。 

 お諮りいたします。本日の委員会はこの程度にとどめたいと思いますが、ご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶものあり） 

 

青木委員長 

 ご異議なしと認めます。本日はこれにて散会といたします。大変お疲れさまでした。 

 

 

午後2時16分 

 

委員長 


